
2010.2 VOL.21
M O N T H L Y  S U R V E Y

F F G 調 査月報
産業調査
企業における物流戦略の方向性



調査�
月報�

CONTENTS［目次］�

2010 . 2 . FEB

VOL.21

［01］―――― トップに聞く
矢野 朋子 氏（玉の井酒造株式会社 代表取締役社長）

重光 克昭 氏（重光産業株式会社 代表取締役）

長島 正 氏（株式会社共立自動車学校 代表取締役社長）

［08］―――― 産業調査
企業における物流戦略の方向性

［12］―――― しーず君の研究室訪問
スイゼンジノリの培養と、そこから新発見された
多糖類“サクラン”の可能性

［13］―――― 海外トピックス
たんとう

国境都市“丹東”

［14］―――― 海外リポート
「大連花園口経済区」の発展戦略の紹介

［17］―――― 経済動向
九州、福岡県、熊本県、長崎県

［24］―――― 経済指標

【バックナンバーのお知らせ】

「FFG調査月報」のバックナンバーは、ふくおかフィナンシャルグループのホーム
ページにてご覧いただけます。
http://www.fukuoka-fg.com/



FFGのお取引先企業をご紹介します。�

に聞く�

玉の井酒造株式会社

代表取締役社長 矢野 朋子氏

取引店 福岡銀行 稲築支店
大隈支店

重光産業株式会社

代表取締役 重光 克昭氏

取引店 熊本ファミリー銀行 本店営業部
福岡銀行 熊本営業部

株式会社共立自動車学校

代表取締役社長 長島 正氏

取引店 親和銀行 日野支店

頭取の企業訪問
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に聞く�

享保１４年からの歴史と伝統が
息づく酒蔵
－当社の創業は、今を遡ること２８０
年前、１７２９年（享保１４年）になり
ます。１９１４年（大正３年）には大
隈酒造株式会社として法人化し、
１９５５年（昭和３０年）に玉の井酒造
株式会社へと商号変更しました。
「玉の井」とは清澄な水を湛え
る井戸の敬称で、自宅の井戸から
「玉のように磨かれた水」が汲み
出されたことが、蔵の名の由来と
なっています。当時から今に至る
まで、英彦山系の雄峰である馬見
山の湧き水を集める清流・嘉麻川
の伏流水を、屋敷内にある二つの
井戸からくみ上げています。恵ま
れた水のおかげで、創業当時から
の「こだわりの酒造り」という姿
勢を受け継ぎながら、時代を意識
した酒造りに取り組んでいます。

福岡の酒は、福岡の自慢の米で
造りたい
－当社では長い間、やや甘口なが
らさわやかな味わいが特徴の「喜
久玉の井」銘柄一本で、使い込ま
れた酒造りの道具を使って、昔な

がらの伝統技法を守り続けていま
した。
そんな中、「福岡の銘酒」を熱
望する小売店からの声に応えるか
たちで、「新しい銘柄づくり」を
模索し始めました。出された条件
は「ほどよい旨味で九州らしく」
ということでした。杜氏たちと新
しい美味しさを追求するなかで、
たどり着いた結論は、「足元を見
つめなおす」ということでした。
「喜久玉の井」の流れを踏襲し
ながら、米は選び抜かれた良質の
福岡県産・山田錦にこだわり、昔
ながらの手づくり麹を使い、低温
長期による吟醸仕込みによって、
新しい銘柄「寒北斗」が、１９８５
年に誕生しました。
コメ本来の魅力を最大限に引き
出すことで、芳醇で豊かな風味と
キレのよさを両立した「寒北斗」
は、酵母由来の林檎を思わせるフ
ルーティーな吟醸香と呼ばれる香
りが漂い、凛としたイメージを持
つ当社の自信作です。

努力が実を結び、
数々の受賞に輝く
－酒造りは自然が相手です。素材
や造る手順が同じでも、仕込み毎
に出来具合が違い、さらに熟成の
進み具合で、時とともに変化しま
す。その中で麹は「酒造りは麹造
り」といわれるほど、酒の品質を
左右する大切な役割を担っている
ため、仕込みが始まると、高温で
適度な湿度に保たれた麹室には２

名の職人が、泊まりこんで番をす
ることになります。職人たちは、
麹の表情を見つめ、時には手で触
れながら温度と湿度を二昼夜にわ
たって調整します。
麹造りから醸造まで、専門的技
術を身につけ酒造りを指揮する
「杜氏」を始めとした職人たちの
真摯な取り組みが実を結び、２００６
年、独立行政法人酒類総合研究所
（旧国税庁醸造試験場）主催の全国
新酒鑑評会で「喜久玉の井」が金
賞を受賞、翌２００７年には「寒北
斗」が入賞しました。この新酒鑑
評会は、１９１１年（明治４４年）の第
１回開催以来、今年で通算９７回
を数える歴史ある大会です。
また、２００８年には、全日本国
際酒類振興会主催の第２７回全国
酒類コンクールにおいて、「寒北
斗吟醸」が日本酒吟醸・大吟醸部
門で第１位を受賞しました。翌
２００９年の同コンクールでは、「寒
北斗・純米吟醸」「寒北斗・純
米」「寒北斗・吟醸」の３銘柄が、
それぞれ上位入賞を果すことがで
きました。このコンクールは、銘
柄を伏せたブラインドテイスティ
ング方式で実施されるもので、鑑
定官出身者、大学の醸造発酵学関
係者などが厳正な審査を行い、民
間では国内最大規模の大変栄誉あ
るコンテストになり、日本酒部門
の第１位は福岡県内の酒蔵では初
の快挙でした。
酒造りは、基本に忠実で、地道
な作業の繰り返しです。また酒は

玉の井酒造株式会社
代表取締役社長

矢野 朋子氏
■創 業：１７２９年 ■設 立：１９１４年９月
■所 在 地：福岡県嘉麻市 ■資 本 金：１０百万円
■従 業 員：１４名（常勤１０名、季節４名）
■事業内容：清酒製造業
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生き物であるため、温度管理を
怠っただけで、タンクごとだめに
なることもあります。これまでの
受賞に慢心せず、逆に今が出発点
だと考え、初心を忘れずに酒造り
に取り組んでまいります。

地域に根ざした酒蔵をめざして
－地元の味にこだわる酒造りを行
うために、当社では地域とのつな
がりを特に重視しています。
一昨年の「吟醸部門・日本一」
受賞時には記念イベントとして、
通常では一般の方が足を踏み入れ
ることが許されない酒蔵で、しず
く搾り見学、カイ入れ、瓶詰め、
ラベル手貼り作業体験、さらには、
酒米山田錦の試食、寒北斗を使っ
たケーキの試食などを行い、たく
さんの方に楽しんでいただきまし
た。また、昨年末には酒蔵の軒先
につるして酒の初搾りをお知らせ
する「杉玉」作りの体験会を開催
しました。これからも地域に根ざ
した酒蔵として、みなさまとの交
流を大切にしていきます。

頑なに基本を守り、味を追求する
－時代とともに杜氏や蔵人たちが
高齢化し、後継者不足が深刻と
なっています。しかしながら、杜
氏の手や、勘、経験がなければで
きない仕事も多くあります。当社
では、こういった技術の部分を目
に見える形で残す「経験と勘」か
ら「経験とデータ」への変革によ
り、ものづくりを着実に伝承する
ことを心がけています。その上で、
無理に生産量を増やすことを考え
ず、今飲んでいただいている方を
大切にしながら、伝統ある丁寧な
酒造りを続けつつも、酒造りに新
しい風を吹き込んでまいりたいと
考えています。
毎年稲刈りが終わり、秋が深ま
ると蔵には職人たちが集まってき
て、泊り込みでの酒造りが始まり
ます。蔵の主である私にとって「幸
せ」を感じる瞬間です。その幸せ
を「商い」を通じて、多くの方に
共感していただきながら、感動の
味を届けていけるように精進して
まいります。

福岡銀行
取締役頭取 谷 正明

白壁土蔵造りの当家は、大隈
町の本陣となっていたようで、
伊能忠敬が測量の途中に宿泊さ
れた記録も残っているそうです。
全国に数ある日本酒の産地を
押さえて、福岡県の酒蔵がコン
クールに入賞したという快挙の
裏にある、職人の方々の妥協を
許さない姿勢には圧倒されました。
お酒の出荷は、「娘を嫁に出
すような気持ちだ」という杜氏
の言葉が印象的でした。伝統産
業が、作り手の職人気質な「強
い責任感」に支えられ、発展し
続けていくことを祈念いたします。

２００８年酒類コンクール
表彰会場にて

酒蔵の外観 「杉玉」作りの体験会

当社の商品 麹の出来栄えを確認する様子 前列左から矢野社長、谷頭取、矢野会長
後列末永支店長、杉田杜氏、石川支店長
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に聞く�

熊本ラーメン源流の『味』
－当社の始まりは、私の両親が
１９６８年（昭和４３年）に創業した１
軒のラーメン店です。一昨年、創
業４０周年を迎えましたが、本店
は今でも創業地である熊本県庁の
そばに置いています。
私は創業と同じ１９６８年生まれ
で、大学卒業とともに当社に入社
しました。９７年（平成９年）、父
の急逝によって２９歳で社長に就
任しました。
当社の『味千ラーメン』は、創
業者である父がつくり上げた、熊
本ラーメンの源流のひとつとされ
ています。永い歴史があるからこ
そ現在の当社があり、これからも
伝統の『味』を守っていくのが私
の務めだと考えています。

熊本発の世界的ラーメン店
－当社は創業時から、店舗営業と
並行して製麺業を営み、ラーメン
店向けに製麺・ベース（スープ）な
どの製造販売を行っていました。
当社の「味」を広めたいという創
業者の強い思いから、その後当社

へのロイヤリティーを定額・低料
金に設定したフランチャイズ（Ｆ
Ｃ）店舗の展開を行いました。
現在、当社のＦＣ展開は国内に
とどまらず、中国を中心とした数
多くの海外へと広がっています。
実は最初に失敗したＦＣの展開が
当社の経験として大きく活かされ
ています。
当社が初めて海外進出した際、
店舗立ち上げから開店まで当社の
スタッフが現地で指導を行ってい
ました。ところが、店舗が軌道に
乗ったと判断しスタッフが帰国し
てみると、現地従業員がレシピを
変更し、ラーメンの「味」を変え
てしまったのです。その結果、当
社本来の「味」をお客様に提供出
来なくなり、顧客は離れ５年ほど
で閉店せざるを得なくなりました。
こうした経験から、当社がお客
様に提供する商品は、「味」、つま
りベースとなる麺やスープを変え
てはいけない、という結論に達し
ました。一方で「スタイル」、つ
まり店舗のレイアウトやメニュー
の構成については、進出する各国
のスタイルに柔軟に合わせること
としました。こうした経験を踏ま
え、当社伝統の「味」を守りなが
ら、海外で広く受け入れられるこ
とが出来ました。

現在では、当社直営店舗とフラ
ンチャイズ店舗を併せて、合計５５０
店舗（国内１０３店舗、海外１２カ国
４４７店舗）におよぶ『味千ラーメ
ン』を、世界各地に展開していま
す。各国の現地パートナー企業に
恵まれたおかげであると日々感謝
しています。

「地産地消」の軸足は九州に
－当社の拠点は国内、特に九州・
熊本県を中心としたＦＣ店や当社
直営店が主体と考えています。
例えば、食材となる野菜は熊本
で自家栽培を行い、契約農家を増
やして安心・安全な食材の安定供
給に努めるなど、国内で最も多く
の店舗を展開する地元・熊本県産
品の地産地消に取り組んでいます。
また、全国展開においても、まず
九州を中心に考え、福岡県内に直
営店を展開するなど、九州発の「味
千ブランド」をより浸透させたい
と考えています。
国内店舗では、毎月２２日にラー
メン一杯３００円という「味千感謝
デー」を実施しています。これは、
ＦＣ店を夫婦二人で経営する方が
多いので、『２２日＝夫婦の日』に
夫婦で仲良くフーフーと熱いラー
メンを食べて感謝し合い、その感
謝をお客様にも何らかの形で伝え

重光産業株式会社
代表取締役

重光 克昭氏
■創 業：１９６８年 ■所 在 地：熊本県熊本市
■資 本 金：６５百万円 ■従 業 員：８２名
■事業内容：味千ラーメンチェーン本部
■主な取扱品目：ラーメン用麺、スープ、

調味料他外食用食材製造・卸・小売
■営業拠点：本社・工場（熊本市）、東京事務所（東京都豊島区）、直営店・

フランチャイズ店（国内１０３店舗、中国を中心に世界１２カ
国・４４７店舗合計５５０店舗）
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たいという願いから、創業者であ
る父が導入したものです。当社店
舗の大半を支えるＦＣ店の繁栄が、
ＦＣ本部として食材を提供する当
社の成長を支えてきたのです。

「現場重視」の人材育成
－当社では、新入社員に必ず３ヵ
月間の現場研修（ラーメン店舗、
本社工場）を受講させています。
「店を知らずしては語れない」と
いう当社の現場重視の姿勢を徹底
するためです。
新入社員はその後、適性を判断
して配属を決定しています。配属
先は本社や国内店舗から海外のフ
ランチャイズ店舗にまで及びます。
現場を知った上で、若い人にもい
ろいろな仕事を経験するチャンス
を提供しています。

当社の将来展望
－当社は国内・海外での多店舗展
開が注目されていますが、当社の
「味」を守るうえで、これからは
「数」より「質」を高めていく努
力、いわば「リ・ブランド化」が
重要だと考えています。その一端
が当社直営店の展開であり、ＦＣ

店に対するスーパーバイザーによ
る巡回指導を強化しています。
ベースとなるスープは、作り手
が変われば微妙に味も変わります。
この幅を少なくするのが当社のＦ
Ｃ本部としての企業努力です。ま
た、麺について、海外では製法が
一緒でも国によって素材の「粉」
が変わるため、製法を工夫して味
に統一性を持たせることも重視し
ています。
また、当社では食材を通じた「循
環型社会」の必要性について研究
を重ねています。そもそも、とん
こつスープは食肉業者が廃棄して
しまう豚の骨をリサイクルしたと
ころが出発点です。そうした循環
型の産業を展開するため、例えば
畜産の分野まで（食物残渣のリサ
イクルなど）携わりたいと考えて
います。
こうした努力を重ねて、日本や
海外の、より多くの国、地域の方
に当社の「味」を食べていただき
たいと考えています。

熊本ファミリー銀行
取締役頭取 鈴木 元

創業者が作り上げた熊本ラー

メン独特の「味」を守りながら、

日本に止まらず、世界へその

「味」を広めた手腕には感服い

たします。

また、社長自ら厨房に立ち、

常に現場である「店舗」を重視

する姿勢こそが、多くのフラン

チャイズ店展開を可能にした求

心力ではないかと感じました。

地元農作物の消費拡大や、九

州内での直営店舗新設など、一

層のブランド力強化と地元重視

の方針を掲げる、当社の今後の

事業展開に期待しています。

現場に立つ重光社長 手前から鈴木頭取、酒井本店営業部長、松
本調査役

創業地で「味」を守り続ける味千本店 パイクー麺 味千のマスコット「チィちゃん」
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に聞く�

モータリゼーションの

到来とともに創業

－１９６０年（昭和３５年）の道路交通
法施行とともに、私の父が佐世保
市で創業した共立自動車教習所が
当社の始まりです。今年で創業５０
周年を迎えます。
モータリゼーションの到来とと
もに、全国各地で数多くの自動車
教習所が設立されました。当社は
創業の翌年に公安委員会の指定校
となり、６５年に「壱岐」、６６年に
は「対馬・厳原」に自動車教習所
を設立しました。
私は大学卒業後、当社に入社し、

１９９２年（平成４年）、創業者であ
る父が逝去したことを受けて、４３
歳の時に社長に就任しました。

「本物の自動車学校」創りを

目指して

－私は、少子化による免許取得人
口の減少という、自動車学校に
とって下り坂とも言える経営環境
の中で、経営のバトンを受け取り
ました。それ以来、現在まで他社

との差別化を図るために「本物の
自動車学校」創りを目指して取り
組んできました。
当社が目指す「本物の自動車学
校」とは、提供している「教習サー
ビス・講習サービス」が、お客様
から最高の評価を頂ける学校です。
また、市場縮小が確実な経営環
境下にあって、経営効率化を進め
るとともに、他社との授業料のダ
ンピング競争に陥らず、サービス
品質での差別化を図ることを重視
しました。そうした狙いから、２００６
年（平成１８年）には、佐世保市近
隣地区の大野自動車学校（現・大
野校）との合併に取り組み、業界
の将来の姿を想定しながら、経営
効率化とサービス品質の向上を
図っています。

お客様へ最高のサービスを

提供するために

－運転免許取得に関しては、あく
まで受講者が学校を選ぶ立場にあ
るため、指導する我々も、厳しく
とも愛情を持って指導を行うと同
時に、「お客様」としての認識を
忘れてはなりません。当社が「本
物の自動車学校」創りのために取
り組むサービスの向上施策は、指
導員への教育プログラムが中心で
すが、各人の指導レベルそのもの
の数値化は難しいため、毎回の講

習のたびに受講者へアンケートを
実施しています。このアンケート
で、５段階評価の上位ランク（４
～５レベル）を常時９０％以上取得
することを当社の品質目標値とし
て掲げ、データを社内（外）での評
価に活用しています。こうした取
り組みの一環として、当社は中
国・九州地区の指定自動車教習所
の中で最も早く、品質保証の国際
規格ＩＳＯ９００１－２０００（当時ＩＳ
Ｏ９００２）を取得しました。

「共立の歴史は社員教育の歴史」

－当社では、１９８３年（昭和５８年）
に設立したグループ企業（共立社
員教育研究所）が中心となり、当
社の指導員や全社員への教育を実
施してきました。また、全国の自
動車学校や一般企業に向けた社員
教育事業も幅広く展開しています。
この社員教育は元々、当社幹部
職員が講師を務めている社内研修
が出発点です。私自身も、若い頃、
全国で開催される幹部社員向け研
修に数多く参加し、精神面を強く
追い込み、プロのビジネスマンと
しての考え方を叩き込むという、
大変厳しい訓練を体験しました。
受講者として立場を変え、身を
もって経験した教育方法の長所を
当社の社員教育に取り込むことで、
「常にインパクトを与える」指導

株式会社共立自動車学校
代表取締役社長

長島 正氏
■創 業：１９６０年１０月 ■設 立：１９６２年５月
■所 在 地：長崎県佐世保市 ■従 業 員：１２０名
■資 本 金：３４百万円
■事業内容：自動車学校教習事業
■営業拠点：共立自動車学校・日野（佐世保市）、共立自動車学校・大野

（同）、壱岐市自動車教習所、対馬市厳原自動車教習所

06 FFG調査月報 2010年2月



が出来るようになりました。
「共立の歴史は社員教育の歴
史」とも言うべき、こうした長い
取り組みを通じて、「一人は一社
を代表する」という社員の意識改
革、組織の活性化につながる幹部
教育、社員教育を実践しています。

地元の観光資源を活用した

合宿教習

－当社の特徴として、長崎県佐世
保市という観光資源に恵まれた立
地条件を活かした短期集中型での
合宿教習が挙げられます。関東・
関西・名古屋・福岡など全国各地
から年間約１，５００名に上る合宿教
習生を獲得していることが、免許
取得人口減少の中で、当社が健闘
できている理由のひとつだと思っ
ています。
この合宿教習では、当社の宿泊
施設や地元ホテルを活用し、周辺
に広がる西海国立公園の九十九島
やパールシーリゾート、佐世保
バーガーなど多くの観光資源が集
客の目玉となっています。また民
間業者とも提携し、学生層の取り

込みに努めています。

「九州のリーディングスクール」へ

－少子化の一方で、新たに高齢ド
ライバーへの対応ニーズが発生し
ています。
２００２年（平成１４年）の道路交通
法改正により、高齢者講習の対象
が７５歳から７０歳に引き下げられ
ました。多くの高齢者の方は大変
緊張して当社を訪問されておられ、
少しでもリラックスできる環境を
つくるには、気配りのある「接遇」
がポイントだと考えています。そ
の一環として２００９年１０月から、
テレビ等でおなじみの平林都氏が
代表を務める「エレガントマナー
スクール」を社員研修に招いてい
ます。
創立５０周年の節目を迎える当
社は自動車学校における「九州の
リーディングスクール」を目指し、
常に「顧客満足度Ｎｏ．１」を目標
とした「本物の自動車学校」創り
を今後も追及していく所存です。

親和銀行
取締役頭取 鬼木 和夫

日本の「車社会化」という時
代の要請とともに誕生した自動
車学校も、少子化やクルマ離れ
など、取り巻く経営環境は大き
く変動しています。
その中で当社は、いち早く
サービス品質に重点をおいた
「本物の自動車学校」創りに取
り組み、遠隔地から多数の教習
生を獲得するなど、他社との差
別化に成功しておられます。
自社の「人財育成」に強みを
持つ当社が、九州の自動車学校
をリードされ、地域と共にます
ます発展されることを確信して
います。

左から長島常務、長島社長、鬼木頭取、
池田支店長、佐々木部長自動車教習シミュレーター

日野校の教習コース 新館とパークアベニュー共立（専用宿舎） 本館・ロビー
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企業における物流戦略の方向性

はじめに

消費者の嗜好の多様化や、景気低迷下にお

いて必要性が高まるコスト削減、そして地球温

暖化問題等、企業が取り組むべき課題は多岐に

渡ります。製造業から卸・小売業など「モノ」

に関わる幅広い業種において、「物流」がそう

した課題の解決策の一つとして経営戦略上、重

要な位置づけを占めるようになってきています。

そこで、本レポートでは、我々の日常生活に

欠かせないあらゆる「モノ」の流れを司り、経

済において最も重要なインフラの一つである物

流の概要について説明した上で、物流を利用す

る側の企業（以下：荷主）の物流戦略の方向性に

ついて紹介します。

物流とは

物流とは「物的流通」の略であり、単に「モ

ノを流す」という意味ではなく、「製品・商品

が生産されてから顧客に納品・消費されるまで

の一連の流れ」のことを指しています。具体的

には商品の「輸配送、倉庫保管、荷役（倉庫で

の貨物の積み下ろし等）、流通加工（製品の二次

加工、値札付け等）、梱包・包装」という機能

に加え、そうした機能を管理する「情報管理（商

品の受発注処理、在庫管理等）」という機能も

担っています。

物流業務は、主に輸配送を手がける「運送業」

と倉庫保管、荷役、流通加工、梱包・包装や情

報管理を手がける「倉庫業」によって担われて

おり、その市場規模は数十兆円単位になるほど

の一大産業を形成しています（図１）。

荷主の物流に対する取り組み

①物流業務の効率化

社団法人日本ロジスティクスシステム協会の

調査によると、物流コストは全産業の売上の約

５％を占めています。特に通販業や食品製造（要

冷）等のように事業展開上物流コストが高くな

る傾向にある業種や、窯業や卸売業（日用雑貨、

繊維）等重量・大きさ対比での付加価値が低い

業種ほど物流コストは高くなる傾向にあります。

物流業務を効率化し、物流コストを削減する

ことは、利益率の向上に直結します。また、昨

今の地球温暖化問題への対応という観点からも

物流業務の効率化の必要性が高まっており、荷

主は物流効率化に向けて「輸送時の積載率向

上」「在庫水準の削減」「保管の効率化」等の多

様な取り組みを行なっています。以下、物流効

率化において重要な取り組みを紹介します。

現状把握のための物流ＡＢＣ

物流業務の効率化を図るためには、まず自社

が現在物流に対してどの程度業務負荷がかかり、

どの程度コストを要しているのか、「見える化」

産業調査

図１ 物流の流れの一例と機能・主な事業者

（出所）財団法人九州経済調査協会「九州産業読本」を基にふくおかフィナンシャルグループ作成
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（出所）社団法人日本ロジスティクスシステム協会
「２００８年度物流コスト調査報告書」

図２ 物流コストの支払形態別構成比

■物流コスト算定・効率化マニュアル

http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2004/
040524 butu_abc_zouho.htm

■物流施設パターン別ベンチマーキング・マニュアル

http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2005/
050711 butu_abc_syuueki.htm

を図ることが大切です。物流コスト支払形態別

にみると、大きく「支払物流費（外部委託先へ支

払うコスト）」と「自家物流費（社内での物流業

務に関するコスト）」に分かれますが、この内

約２割を占める自家物流費の把握には困難を伴

います。そこで、自家物流費把握のための計算方

式として注目されているのが物流ＡＢＣ（Activity

Based Costing＝活動基準原価計算）です（図２）。

ＡＢＣとは、自社の業務に現在どの程度コス

トが掛かっているのかを「活動ごとに」把握す

る原価計算方式です。物流ＡＢＣの実践には、

作業単位ごとに要している作業時間などのデー

タを収集するのが大変なため、大手企業では物

流ＡＢＣを導入した物流効率化の動きが進んで

いますが、中小企業ではあまり導入が進んでい

ません。そこで、中小企業庁では、物流ＡＢＣ

準拠による「物流コスト算定・効率化マニュア

ル」や、「物流施設パターン別ベンチマーキン

グ・マニュアル」を策定、無償で提供し、中小

企業によるＡＢＣ導入をサポートしています。

在庫水準の適正化とそれを支えるＩＴ化

具体的に物流の効率化・コスト削減に大きく

貢献できる取り組みとして「在庫水準の適正

化」があります。

近年、在庫水準の適正化を図るため、社内で

製品の受発注から資材・部品の調達、在庫、生

産、製品の配達までのモノの流れに関する情

報・管理を一元化し、市場での需要にあわせて

供給（モノの流れと在庫水準）の最適化を図る手

法である「ロジスティクス」の導入や、その取

り組みを川上川下の取引先企業まで広げて商流

全体でのモノの流れや在庫を最適化する「ＳＣ

Ｍ（サプライチェーンマネジメント）」の導入が

広がりつつあります。ロジクスティクス・ＳＣ

Ｍは在庫水準の最適化だけでなく、「少量多品

種化」「短納期多頻度化」している顧客からの

納品要求に対応するためにも重要な手法であり、

ＳＣＭに対する関心は中小企業にも広がってき

ています。

ロジクスティクス・ＳＣＭの実現に欠かせな

いのが物流業務のＩＴ化です。具体的には倉庫

の入出庫や在庫の管理を行なう倉庫管理システ

ム（ＷＭＳ）や効率的な輸配送を実現する輸配送

管理システム（ＴＭＳ）などの物流システムの導

入、ＳＣＭ実施のための電子データ交換（ＥＤＩ）

の導入等が挙げられます。ＩＴ化が進んでいる

大手企業との取引上、また、最近食の安全安心

などへの対応からニーズが高まっているトレー

サビリティの実現のため、中小企業においても

ＩＴ化が必要不可欠となっています。

物流の共同化

物流業務の効率化にあたり、企業が単独では

なく同業他社や異業種企業との連携によって取

り組む方法として「物流の共同化」があります。

物流の共同化とは「共同輸送」「物流センター

の共同運営」など、複数の荷主、輸送業者が共

同で物流業務を行なうことを指します。共同化
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■東北運輸局
「東北物流効率化推進サイト／物流効率化ノウハウ」

http://wwwtb.mlit.go.jp/tohoku/tohoku-log/knowhow/index.htm

■グリーン物流パートナーシップ会議

http://www.greenpartnership.jp/

■物流総合効率化法

http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/freight/butsuryu 05300.html

■改正省エネ法（荷主の省エネに関するページ）

http://www.eccj.or.jp/sub_08.html

（出所）各種資料を基にふくおかフィナンシャルグループ作成

図３ ３ＰＬの概要

実現のためには、前述のＥＤＩなどによる情報

の共有化が必要不可欠ですが、物流情報を共有

することは自社の取引先や取引規模などを明か

すことになるため、特に同じ業界の企業同士で

物流の共同化を進める場合は、競争関係から情

報の共有に抵抗感を示す等、克服すべき課題は

多々あります。そうした課題を乗越えて共同化

を実現することで、企業単独では難しいスケー

ルメリット（積載率向上、保管の効率化など）を

享受し、コスト削減につなげることができます。

そのため、最近は大手企業、地場企業の幅広い

業種で同業種、異業種間での物流の共同化が

徐々に広まりつつあります（共同化の具体的な

パターンや事例については下記をご参照下さ

い）。

公的な支援制度の活用

企業の物流業務効率化を後押しするため、多

様な法律・制度が存在しています。その中で代

表的なものとして、物流施設の整備に対する減

税措置が受けられる「流通業務の総合化及び効

率化促進に関する法律（以下：物流総合効率化

法）」と、荷主と物流企業との連携により温室

効果ガス削減に取り組む場合に事業費を補助す

る「グリーン物流パートナーシップ事業」があ

ります。特に、グリーン物流パートナーシップ

事業に関しては、昨年１２月に発表された政府の

緊急経済対策の一環として事業の強化が検討さ

れており、今後更に支援が拡大する可能性もあ

ります。

また、助成ではなく規制という観点から企業

の取り組みを後押しする制度として「改正省エ

ネルギー法（エネルギー使用の合理化に関する

法律）」があります。２００６年４月から施行され

た同法では、荷主に対しても省エネに努めるこ

とが求められています。特に、年間の取扱貨物

輸送量（貨物重量×輸送距離）が一定規模以上の

企業（※）に関しては報告が義務付けられていま

す。なお、規制対象企業に対する具体的な義務

内容は、小報２００９年１２月号「産業調査」にて紹

介した内容と同一ですので、そちらもあわせて

ご参照下さい。

（※）平成２０年６月末時点で８６５社

②アウトソーシングの活用

これまで紹介してきましたとおり、物流は高

度化・複雑化が進展してきており、特に中小企

業では単独でそうしたトレンドに対応するのは

困難な場合もあります。そこで、近年物流業務

のアウトソーシング、特に専門業者に物流業務

を一括でアウトソーシングし、物流コスト削

減・物流品質の向上を図る３ＰＬ（サードパー

ティーロジスティクス）と呼ばれるビジネスモ

デルも進展しています（図３）。

アウトソーシングの実施にあたっては「自社

の物流情報を全てアウトソーシング先に提供し

なければならない」「物流業務に対して自社の

コントロールが及ばなくなる」等の懸念や、「自

産業調査
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■中小企業庁「卸・小売連携による物流コストの削減」

http://www.chusho.meti.go.jp/shogyo/shogyo/2008/
080421 buturyu_pamf.htm

■（社）日本ロジスティクスシステム協会
「物流現場改善推進のための手引書＜改定版＞」

http://www.logistics.or.jp/education/seminar/pdf/2009/
kaizentebiki_kai.pdf

社物流部門の再編」も必要になりますが、「物

流の専門業者のノウハウ等が自社の物流に活用

できる」「（特に中小企業では）スケールメリッ

トを享受できる」「アウトソーシングすること

で自社の本業に専念できる」等というメリット

を享受することができます。

従来３ＰＬを利用してきたのは大手企業が中

心でしたが、最近は大手物流業者に加えて地元

の物流業者も３ＰＬ事業の展開を始めており、

地場企業による３ＰＬの可能性も広がりそうで

す。

③海外との取引拡大への対応

企業取引のグローバル化に伴い、国際貨物取

扱量は拡大を続けています。特に九州には「ア

ジアとの近接性」という強みがあり、その強み

を活かして中国や台湾・香港などへ自動車など

の工業製品、農産物の輸出が拡大するなど、ア

ジア各国との物流が活性化（九州を経由してア

ジアと関東・関西が繋がっているパターンを含

めて）しています。多くの地場企業が、海外取

引における様々なリスクを回避するために商社

へ取引を委託した上で、輸出入いずれかで海外

との取引を行なっています。

海外との物流、特に輸入の場合は、図１で示

したような「海外工場→海外港湾→国内港湾→

国内倉庫→国内消費地」という流れで物流が行

なわれていますが、最近では海外の生産工場か

ら海外物流センターを経由させ、国内の倉庫な

ど物流拠点を通さず直接店舗に納入するという

物流スキームによってコスト削減を図るケース

も出てきています。こうしたスキームは主に

ＳＰＡ（製造小売業）等が採用し、自社製品の低

価格化に繋げています。地場企業の中でも倉庫

を国内ではなく海外に置くことで保管や輸送の

コスト削減に取り組む企業が現れるなど、新た

な動きが起きています。

地場企業の取り組み

地場中小企業が物流の効率化を推進するにあ

たっては「取扱貨物量が少なく優先順位が低

い」「専門人材を置く余裕がない」「ノウハウ・

資金が不足している」「取引先のニーズを満た

すのが最優先で効率化は進めにくい」などの課

題が存在しています。しかし、一部ではそうし

た課題を乗越え「物流拠点の統合によるコスト

削減・顧客サービス向上」「物流システムの高

度化による在庫管理向上・人的コスト削減」、

そしてお金をかけない方法として「物流網の再

整理や中・大口配送の実施による配送効率化」

「共同配送の実施」「物流業者へのアウトソー

シング（業者の見直し含む）活用」などに取り組

んでいる企業も存在しています。

なお、事例や具体的な改善のためのマニュアル

は以下にも紹介されていますので、ご参照下さい。

最後に

これまで紹介してきたとおり、一言で「企業

の物流に対する取り組み」と言っても、その内

容は非常に多岐に渡っており、何から手をつけ

るべきなのか分からないと感じられる方も多い

と思われます。実際、今回紹介した取り組みは

全ての企業にとって有効というわけではありま

せん。どういった方法が最適なのかは各企業の

事業内容、事業規模等によって変わってきます。

ふくおかフィナンシャルグループでは物流に

関するコンサルティングサービスを提供する企

業のご紹介などを通して、そうしたお取引先企

業の皆様の物流業務効率化・コスト削減を通じ

た経営改善に対する支援を行なってまいります。

（花谷 禎昭）

11FFG調査月報 2010年2月



し ー ず

し ー ず�

し ー ず�

スイゼンジノリがたくさん�
生育すればいいですね�

―大学発 シーズ紹介―
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スイゼンジノリの培養と、そこから新発見された
多糖類“サクラン”の可能性

かば た きよたか

東海大学農学部（阿蘇キャンパス） 椛田聖孝 教授
「スイゼンジノリ」という名前をご存知ですか。これは世界で唯一、熊本市
中心部にある湖（江津湖）だけに自生する“淡水産ラン藻”の一種です。しか
し、近年の地下水減少や水質悪化により、絶滅の危機に直面しています。そ
こで椛田先生の研究グループでは、この絶滅を阻止すべく、培養研究に取り
組んた結果、見事増殖に成功。またこのノリに含まれる“サクラン”という
澱粉のような糖の塊でできた特殊な寒天質は、医薬品や化粧品、金属回収材
などへの活用が期待されます。

先生の自己紹介をお願いします！

先生 大学では、草地・草原の保全と利用、淡水
産ラン藻、スイゼンジノリの保護と活用、未利用
生物資源の探索と活用について研究しています。

スイゼンジノリについて教えてください。

先生 スイゼンジノリは、１９２４年に国の天然記
念物の指定を受けたものの、５３年の白川大水害
や、生息する江津湖を含む周辺の環境変化（地下
水減少や水質悪化）により、９７年に環境省から「ご
く近い将来、絶滅の危険性が極めて高い」と分類
されるほど激減してしまいました。そうした中、
私たちの研究チームでは、国内でもう一箇所、ス
イゼンジノリの養殖を手掛ける福岡県朝倉市の業
者より種株を譲り受け、増殖に必要な科学的デー
タの集積に成功しました。
スイゼンジノリは、一見キクラゲのような緑褐
色ないし茶褐色の寒天質の塊です。そもそもスイ
ゼンジノリ自体はばらばらの単細胞生物なので、
これを取り囲むように寒天
質が細胞同士を覆っていま
す（図１）。
この寒天質は“サクラ
ン”と呼ばれ、�細胞同士
を集合状態にする、�細胞
を外敵から守るバリケード
のような役割を持つなどの
優れた特徴をもっています。

“サクラン”について教えてください。

先生 北陸先端科学技術大学院大学の金子准教授
（共同研究者）が発見した“サクラン”は、驚異

的な保水力を持つことが判明。例えば、皆さんが
良くご存知のヒアルロン酸の保水力と比較した場
合、純水を使った時で約５倍、生理食塩水では、
約１０倍の保水（保湿）力があるのです。
分り易い例を用いれば、
洗濯機の中にスプーン１杯
のサクランを入れるだけで、
洗濯機の中の水がドロドロ
のゲル状になってしまうほ
どの効果です（図２）。ま
たサクランは、人間細胞の
周辺に存在するグリコサミ
ノグリカンという物質と極
めて類似した分子構造であ
ることも分っています。

どんなことに使えますか？

先生 このように、サクランの優れた特徴を活か
し、「化粧品の保湿剤」として高い効果が期待で
きます。またサクランが、人間細胞と極めて類似
していることから「傷口治療などの医薬品」とし
て活用できる可能性もあります。また、抗アレル
ギー成分であるヒアルロニターゼを含むことから
機能性食品の素材としても検討が可能です。

企業の皆様へ一言お願いします！

先生 環境科学と共生をテーマに「草地」「生物
資源」「水環境」等の研究を行なっています。地
域社会とのつながりを大切にし、少しでもお役に
立てることがあればと願っています。

《お問合せ先》
�ＦＦＧビジネスコンサルティング
担当：今泉 ＴＥＬ０９２－７２３－２２４４ ＦＡＸ０９２－７１３－６４８６

（第１１回）

（図２）水を吸って膨張しビー
カーから溢れようとし
ているサクラン

（図１）スイゼンジノリ
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平壌�

丹東�

撫順�瀋陽�

大連�
天津�

ソウル�

朝鮮民主主義人民共和国�北京�

渤海� 西朝鮮湾� 東朝鮮湾�

遼河�
遼寧省�

吉林省�

海洋船舶工業園区計画図

人口約７０万人の丹東市は中国遼寧省東南部
おうりょくこう

に位置し、中朝国境を流れる鴨緑江を挟んで
北朝鮮（新義州）と国境を接する中国最大の辺
境都市（国境都市）です。丹東といえば中朝間

ちゅうちょうゆう ぎ きょう

を結ぶ重要な物流ルート「中朝友誼橋」が有
名ですが、皆さんは報道番組等で一度はご覧
になったことがあるのではないでしょうか。
今回は国境都市として重要な役割を持ち、ま
た近年大きく成長を続けている丹東の近況に
ついてレポートします。

隣国‘北朝鮮’との関係
先に述べました「中朝友誼橋」は中朝間を

結ぶ重要な物流ルートとして利用されており、
中朝貿易の約７０％は丹東を拠点にしていると
言われています。
２００９年１０月には中国の温家宝首相が訪朝し、
中朝両国間での「経済合作協定」を結びまし
たが、その中の一つには総額１．５億米ドルを

しんおうりょく

投じて、新たに中国と北朝鮮を結ぶ「新鴨緑
こうおおはし

江大橋」を建設することで、基本合意に達し
ています。中国側が費用全額を負担すること
から、中国が貿易相手国として北朝鮮を重視
しており、北朝鮮の開放あるいは中朝貿易拡
大に備え、インフラ整備を進めておきたいと
の考えが伺えます。

海洋船舶工業園区プロジェクト
ろうとうこう

丹東は丹東港と浪頭港の２つの港を有して
おり、既に日本、韓国、北朝鮮、ロシア、香
港等３０数ヵ国、７０ヵ所以上の港と海上航路が

あります。これは地理的に恵まれていること
が大きな要因ですが、近年は貨物取扱量でも
年平均３０％増加、コンテナ数量で同２５％増加
と確実に増えています。そこで管轄する遼寧
省と丹東市は地理的利点に着目し、新たな産
業の柱として造船産業を発展させることを計
画しました。具体的には上記２港を中心とす
る船舶の関連部品供給から組立製造まで、船
舶に関する工業地帯（海洋船舶工業園区）の確
立を目指して建設が始まっています。計画で
は、敷地面積は６６７万�、建築面積は４０万�、
１万トンクラスの深水バース１０ヵ所の建設を
予定しています。

丹東市は、中国国内では人口規模の小さい
一つの都市にすぎませんが、国際貿易拠点と
しての整備が着々と進められ、その拠点性の
高まりには注目すべきものがあります。熱心
な企業誘致活動も始まっており、今後の動き
について、しっかりと捉えておくべき都市の
一つと言えます。

（大連駐在員事務所トレーニー 福嶋 靖貴）

丹東周辺の地図

海外トピックス
たんとう

国境都市“丹東”

北朝鮮との間にかかる「中朝友誼橋」
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北京�

天津�

済南�

瀋陽�

丹東�

仁川�

長崎�

大連�

朝
鮮�

韓
国� 日�

本�

花園口経済区�

朝
鮮�

韓
国�

日�

本�

長崎�

仁川�
大連�

瀋陽�

大連花園口経済区�
遼寧丹東産業園区�

遼寧営口沿海産業基地�

大連長興島臨海工業区�

遼西錦州湾沿海経済区�

天津�

北京�

全州�

黄　　海�渤　　海�

花園口経済区�
天津浜海新区天津浜海新区�

長江長江デルタ�

珠江珠江デルタ�

遼寧沿海経済地帯遼寧沿海経済地帯�

広西泛北部湾広西泛北部湾�

天津浜海新区�

長江デルタ�

珠江デルタ�

遼寧沿海経済地帯�

遼　　　　　　寧�

広西泛北部湾�

中国政府が進める沿海部の重点開発エリア�

REPORT
か えん こう

「大連花園口経済区」の発展戦略の紹介
～黄海沿岸での中型工業都市建設の動き～

花園口経済区の位置

１．大連花園口経済区の位置
しょう が

大連花園口経済区は、中国遼寧省庄河市に属

します（遼寧省、吉林省、黒龍江省の海の玄関

口である大連からは１１０�離れています）。気候

は北温帯に位置しており、四季がはっきりして

います。地勢は三面を山に囲まれ、南は黄海に

接しています。また当区内には９本の河川が流
きゅうりゅう ぎ しゅ

れていることから、「九竜戯珠」と呼ばれてお

り、風水では非常に良いと言われている地形を

成しています。

２．大連花園口経済区の歩みと特徴

花園口経済区は、２００３年末、庄河市政府が新

型工業園区を作るために区域内に廃棄されてい

た１５�の国有塩田を買収したのが始まりです。

０５年に遼寧省から沿海開放激励重点区域として

の認定を受けました。また、０８年５月には、黄

海北岸にある中規模新興都市を目標として「大

連花園口経済区」に改名されました。現在では

国家戦略に認定された遼寧省の「五点一線」※１

計画に含まれる一つの経済区として、企業誘致

に力を入れています。

※１「五点一線」…遼寧省内にある大連花園口経済区、遼西錦州
湾沿海経済区、遼寧（営口）沿海産業基地、大連長興島臨海工業
区、遼寧丹東産業園区の５地域を高速道路（全長１，４４３�）で結ぶ
計画。２００９年４月１日に国家戦略としての認定を受ける。

� 区域優位性

中国政府は大規模な開発をこれから重点的に

進めていく沿海地区として、広西泛北部湾、珠

江デルタ、長江デルタ、天津浜海新区、そして

遼寧沿海経済地帯を指定しています。遼寧省に

おいても、政府から指定を受けた、沿岸地区を、

沿海開放激励重点区域として開発を進めていま

す。中でも「大連花園口経済区」は、日本・韓

国・台湾、香港に最も近く、日韓経済圏・北東

アジア経済圏・環渤海経済圏の三つの経済圏に

またがっていることから、発展ポテンシャルが

最も高い地区の１つと言えます。

� インフラ整備の充実

道路は大連―丹東間の大連―丹東高速道路、

遼寧浜海道路、主要幹線である国道２０１号線が

当区を東西に貫いており、中国東北地域の拠点

海外リポート

遼寧省の「五点一線」計画における各経済区の位置図
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瀋陽�

鞍山�
錦州�

盤錦�

営口�

蓋州�
岫岩�

庄河港�

経済技術開発区�

東港�

大　湾港�

丹東�

長興島� 瓦房店�

普蘭店�

大連�

瀋陽－大連高速道路�

遼寧浜海高速道路�

庄蓋高速道路�

庄岫鉄道�

東西大通道�

丹沈高速�

大連－丹東高速道路�

哈大鉄道�

花園口経済区�
（10000ｔ）�

（10000ｔ）�

（300000ｔ）�

大庄鉄道�

である瀋陽、大連、丹東とダイレクトに繋がっ

ています。鉄道は大庄鉄道及び計画中の東北東

部辺境鉄道（中国とロシアと北朝鮮を結ぶ鉄道、

路線は未確定）が当区を経由します。また建設
しょうゆう

中の庄岫鉄道は、当区内東北中腹に新たな線路

を設置の予定です。航路については既存の港（庄

河港）が当区より３０�離れた場所にありますが、

現在新たに当区内に１万トンレベルの埠頭を建

設することが計画されています。

また当区の計画総面積は２６８�と非常に広い

のですが、既に企業進出が始まっている８�の

区域について「六通一平」※２（インフラ整備）の

基礎施設を整えています。淡水資源が豊かで、

水質基準も良く２元／� の安価で企業用水を

提供しています。また電力についても当区すぐ

傍には中国最大の火力発電所（庄河発電所）があ

るため、十分な電力量が供給可能であり、国内

外の大型プロジェクトを受け入れる体制が整っ

ています。

※２「六通一平」…「六通」とは市道、水道水、電力、通信、供
熱（暖房、蒸気）及び有線テレビを指し、「一平」とは土地の地形
を平に整え、交通の利便性を指す。いわゆるインフラ整備のこ
とを言う。

大連花園口経済区の戦略

当区は、「国家級の新素材（新エネルギー）産

業基地および情報化産業基地」として、省エネ

新材料の研究・開発および製造、発光二極管（Ｌ

ＥＤ）産業、船舶部品産業を主体とした機械電

子工業を中心にハイテク産業群を構築し、自動

車部品、ファインケミカル、バイオ食品などの

産業とも協調しながら発展させていくことを目

標としています。

区 域 名 機 能

新材料産業区
（新材料産業）

国内外の先端新材料産業分野を導入

中・独環境保全省エネ
産業モデルパーク
（省エネ産業）

エコ、省エネ建築関連製品の研究
開発、生産販売、実用モデル及び
職業訓練

日本中小企業団地
（自動車及び部品、船
舶精密部品、機械電子）

日本の電子、自動車部品、船舶精
密部品関連産業

台湾光電産業基地
（環境保護産業、機械
電子）

半導体及び新型照明技術、太陽エ
ネルギー技術の推進と応用

台湾食品産業パーク
（生物食品）

食品、保健用品の高度加工産業

研究開発及び生活関連区
商業センター、沿海研究開発セン
ター

大連花園口経済区のインフラ整備状況

エリア構成
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現在、当区では６つのエリアの整備を進めて

います（前ページ表参照）。以下、各エリアで行

われている事業戦略を紹介します。

（新材料、省エネ、環境保護産業）

産業、学術、研究を結合した新しい技術体制

を作り、新技術―新製品―新市場の発展モデル

を形成し、新素材、省エネおよび環境保護産業

を重点的に発展させようとしています。その延

長上として将来的に当区は、国内外の産業を融

合する基地、東北３省の旧来型の工業地域を振

興する先導区、循環経済と持続的に発展可能な

模範地区としての役割を担おうとしています。

また、２００９年９月には中国政府から「国家ハイ

テク技術新型材料基地」としての認定を受けま

した。

（自動車及び部品、船舶精密部品）

日本からの投資企業を誘致するべく「日本中

小企業用地」のエリアを設けており、自動車、

タイヤ、車用ペンキ、ブレーキ装置、自動車電

子及び船舶精密部品などの集積を目指していま

す。

（機械電子）

ソフトウエア、アウトソーシングサービスに

ついては世界レベルの装備製造基地である大連

と地理的に近く、豊かな技術力と強力な産業

サービス機能を生かすために、大連光産業基地、

中国船舶製造センター、現代装備製造業基地と

の一体化建設を目指しています。中でもＬＥＤ

産業、船舶部品産業、国際化機械電子企業の誘

致を主体とした機械電子工業体系を形成する予

定です。

（生物食品）

当区が面する黄海は、中国でも非常に恵まれ

た漁場の一つです。中でも貝類資源が豊富なた

め、水産品の分野で優位性を発揮することがで

きます。また当区周辺では畜産も盛んなことか

ら、周辺にある重点企業を生かし、世界グリー

ン食品と生物化学技術の発展のために、加工生

物ハイテク産業群の形成が計画されています。

最後に

大連花園口経済区は地理的優位性と資源の豊

富さを武器に、中国東北地方の対外開放モデル

地区（国際的な中型工業都市）として発展する可

能性は十分にあると思います。ただし、この壮

大な計画の実現には、地元政府の政策実行に加

えて国内企業だけでなく、外資企業をどれだけ

誘致できるかが大きな鍵と言えそうです。

（大連駐在員事務所 宮城 正志）

参考資料：中国大連花園口経済区管委会資料

海外リポート

建設中の花園口経済区内風景
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（出所）九州経済産業局

業種別寄与度（鉱工業生産指数）

（出所）九州経済産業局

［基調判断］………持ち直しの動きに一服感がみられる

２００９年１１月の九州地区の鉱工業生産指数（季節調整済）は、輸送機械や非鉄金属、鉄鋼などの生産は

改善したものの、一般機械や電子部品・デバイスの生産が伸び悩んだことから、前月比１．０％低下の

９５．７と９ヵ月ぶりに前月実績を下回るなど、これまでの持ち直しの動きに一服感がみられています。

［業種別動向］…………一般機械工業、電子部品・デバイス工業などで低下

鉱工業生産指数の前月比１．０％低下について、業種別に寄与度を見ると、海外の火力発電所向けの

蒸気タービン生産が一巡した一般機械工業や、電子部品・デバイス工業などがマイナスに寄与しまし

た。一方、エコカー減税や環境対応車の効果もあって輸送機械工業、鉄鋼業などがプラスに寄与、トー

タルでは全１７業種中９業種でマイナスとなりました。

九 州経済動向
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福岡県の最近の経済動向
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（出所）福岡県
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（出所）九州経済産業局

［福岡県の景気］……………持ち直しの動きに一服感が見られつつある

福岡県の景気は、これまでの持ち直しの動きに一服感が見られつつあります。

生産活動では、７ヵ月連続で上昇していた総合指数が８ヵ月ぶりに低下に転じたことに加え、公共

工事も減少するなど、持ち直しに転じつつあった動きに一服感がみられ始めています。

また消費の面でも、大型小売店販売額は１１月までの暖冬の影響などから低迷したことに加え、住宅

建設も１２ヵ月連続で前年割れとなるなど、総じて弱含みで推移しています。

［生産活動］……………総合指数は８ヵ月ぶりに低下

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８５．９と、前月比２．９％低下しま

した。

総合指数の低下は８ヵ月ぶりであり、持ち直し

の動きが見られていた生産活動に一旦調整が入っ

たかたちとなりました。

主要業種をみると、輸送機械については、台風

の影響から部品供給が間に合わず、工場が操業停

止となったことなどから前月比で１０．５％低下した

ことをはじめ、化学など他業種についても軒並み

低下しました。

［大型小売店］……………百貨店、スーパーともに減少

百貨店では、主力となる衣料品や高額商品など

が引き続き低迷しており、前年同月比１４．８％減と

なりました。

スーパーにおいても、気温が高めに推移した影

響で季節商材の動きが鈍かったこともあり、前年

同月比４．８％減少しました。

大型小売店全体では前年同月比９．６％減の５２８億

円となり、１６ヵ月連続の前年割れとなっています。

福岡県経済動向

18 FFG調査月報 2010年2月



100

0

▲50

50

2008
10911 12 1 2 3 4 115 6 7 8

2009

（戸）� （％）�

1,000

0

2,000

4,000

5,000

6,000

7,000

3,000

前年比�

持家� 貸家� 給与� 分譲�

2008
1110911 12 1 2 3 4 5 6 7 8

2009

（億円）� （％）�
50

▲50

0

100

0

200

400

500

600

700

800

300

前年比�

国� 独立行政法人等� 県� 市町村� その他�

121110912 1 2 3 4 5
2008

6 7 8
2009

（億円）� （件数）�
60

40

30

50

0

50

100

150

200

250

350

300 倒産件数�

負債総額�

福岡県

［住宅建設］……………１２ヵ月連続の前年割れ、減少率は縮小

１１月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１０．８％増の８１１戸、貸家で同３３．８％減の１，２０６戸、

分譲で同２４．２％減の４２９戸となり、全体では同

２２．３％減の２，４５１戸となりました。

着工件数は貸家で１２ヵ月連続、分譲で９ヵ月連

続の前年割れとなりましたが、政権交代に伴い、

住宅取得関連の優遇制度の動向に不透明感が出て

きたことなどから、持家の着工を前倒しする動き

もあり、持家については５ヵ月ぶりの増加へ転じ

るなど、全体では減少率は縮小しました。

［公共工事］……………請負件数・金額ともに減少

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年同月比３．６％減の９５６件、金額について

も同１０．０％減の２５２億円と件数・金額ともに減少

しました。

町の物産館・道の駅関連での大型案件などによ

り市町村発注案件が増加したものの、国や県の発

注が前年を下回ったことの影響が大きく、合計で

は減少しました。

［企業倒産］……………倒産件数は横ばい、負債総額は減少

１２月の福岡県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年同月比２．２％減の４５件となり

ました。

また負債総額は、前年同月（海産物加工業の破

綻などにより２１４億円を計上）に比べ６４．１％減の

７７億円と大きく減少しました。

経済動向

福岡県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

福岡県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

福岡県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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熊本県の最近の経済動向
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熊本県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２００５年＝１００）

（出所）熊本県
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（出所）九州経済産業局

［熊本県の景気］……………厳しい状況のなか、持続していた持ち直し
の動きに一服感

厳しい状況が続くなか、持続していた生産活動の回復の動きに一服感がみられます。

回復の動きを牽引していた生産活動では、電子部品・デバイスや一般機械の低下などで、総合指数

は前月比で５ヵ月ぶりに低下しました。また、公共工事は前月比ベースで２ヵ月連続で低下し、企業

倒産の負債総額は低水準で推移しているものの、個人消費や住宅建設全体は低調な状態が続いていま

す。

［生産活動］……………電子部品・デバイスなどが低下し、総合指数は
５ヵ月ぶりに低下

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は８１．７と前月比３．１％低下しまし

た。

食料品・たばこは上昇したものの、集積回路な

ど電子部品・デバイスや一般機械が低下し、総合

指数は５ヵ月ぶりに低下しました。

［大型小売店］……………１３ヵ月連続で前年比マイナス

１１月の県内大型小売店販売高は、前年比８．４％

減の１３７億円と前年実績を下回りました。消費者

の節約志向は依然強く、前年比減少は１３ヵ月連続

しています。

前年より土曜日が１日少なかったほか、気温が

高めに推移し衣料品が前年比１４．１％減少する一方、

飲食料品は同３．８％の減少に留まりました。

熊本県経済動向
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熊本県経済動向

［住宅建設］……………持家は増加したものの全体は前年比２２．９％減

１１月の新設住宅着工戸数は、全体では前年比

２２．９％減の８９７戸と、５ヵ月連続で前年を下回り

ました。

所得や雇用環境が悪化するなか、持家は前年比

１４．２％増の３９５戸と増加しました。これは住宅取

得制度の先行き不透明感から、前倒しの着工が発

生したためと考えられます。一方貸家は同４１．９％

減の４１５戸、分譲は同２７．４％減の６１戸と減少しま

した。

［公共工事］……………請負金額は２ヵ月連続で低下

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比２７．４％増の７２０件、金額が同４５．３％

増の１６７億円と、件数、請負金額ともに前年比増

加しました。

しかし、前月比ベースでは、「県」発注工事の

減少などで、請負金額は２ヵ月連続で低下してい

ます。

発注者別の請負金額をみると、宇土市の小学校

工事などで、「市町村」が前年比３４．４％増加しま

した。

［企業倒産］……………件数、負債総額ともに前年比大幅減

１２月の熊本県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数は前年比６０．９％減の９件、負債総額

が同８２．８％減の１９億円となりました。

倒産は全て１０億円以下の小口倒産で、緊急融資

制度などの効果が持続し、件数、負債総額とも大

幅に減少し、落ち着いた動きとなっています。

熊本県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

熊本県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

熊本県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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長崎県の最近の経済動向
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長崎県の鉱工業生産指数の推移（季節調整済）（２０００年＝１００）

（出所）長崎県

2008
1110911 12 1 2 3 4

2009
5 76 8

（億円）� （％）�
10

▲10

0

0

20

40

60

80

100

120

140

前年比�

長崎県の大型小売店販売額

（出所）九州経済産業局

［長崎県の景気］…………厳しい状況が続くなか、一部に持ち直しの動き
が見られる

生産面では、一般機械などの低下により鉱工業生産総合指数は２ヵ月連続で低下し、持ち直しの動

きに一服感が見られます。個人消費では、大型小売店販売額の前年割れが続いており、公共工事は２

ヵ月連続で前年比減少しました。また、企業倒産は販売不振により倒産件数が増加するなど、厳しい

状況が続いています。住宅投資の動きは弱いものの、企業進出に伴う貸家の着工が増えるなど、一部

に持ち直しの動きも見られます。

［生産活動］……………一般機械や食料品などが低下し、持ち直しの動き
に一服感が見られる

１０月の鉱工業生産指数（季節調整値）の動きを見

ると、総合指数は前月比２．７％低下し１１７．９となり

ました。

輸送機械や電子部品・デバイスは上昇したもの

の、一般機械や食料品・たばこは低下し、総合指

数は２ヵ月連続で低下し、持ち直しの動きに一服

感が見られます。

［大型小売店］……………節約志向により売上減少続く

１１月の県内大型小売店販売高は、依然減少が続

いており、前年比７．４％減の９５億円となりました。

消費者の節約志向が続くなか、前年より土曜日

が１日少ないことに加え、気温が高めに推移し、

衣料品は同１３．９％減と大きく減少しました。業態

別では、百貨店は前年比７．５％減、スーパーは同

７．３％減少しています。

長崎県経済動向
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長崎県経済動向

［住宅建設］……………貸家が急増するも、全体は前年比５．８％減

１１月の新設住宅着工戸数は、持家で前年比

１９．７％減の１７１戸、貸家では同８５．６％増の３９９戸、

分譲で同１８．８％減の５６戸となり、全体では同５．８％

減の６５２戸となりました。但し、県北地区では進

出企業向けの住宅供給の動きがみられ、前月比で

貸家の着工戸数が増加しました。

［公共工事］……………請負金額は２ヵ月連続で前年比減少

１１月の公共工事保証請負状況（保証ベース）は、

件数が前年比５．４％増の４３２件、金額が同１７．２％減

の１００億円と、請負金額は２ヵ月連続で前年比減

少しました。

特に県発注分は前年比３９．７％減と大幅に減少し、

全体でも前年比マイナスとなりました。

［企業倒産］……………販売不振による倒産が増加

１２月の長崎県の企業倒産（負債額１，０００万円以

上）は、件数が前年比２８．６％増の１８件、負債総額

が同９５．８％減の３２億９００万円となりました。

倒産件数１８件のうち１５件は販売不振によるもの

でした。負債額については１０億円超の大型倒産は

なく、前年同月に発生した大型倒産の反動により、

前年比は大幅に減少しました。

長崎県の新設住宅着工戸数

（出所）国土交通省

長崎県の公共工事請負高

（出所）西日本建設業保証

長崎県の倒産状況

（出所）東京商工リサーチ
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経済指標｜全国のデータ�
項目

年月

鉱工業指数
（２００５年＝１００）

機械受注金額
（船舶・電力
を除く民需）

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）生産指数 出荷指数 在庫指数 輸出金額 輸入金額

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 前月（年）比（％） 前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １０４．５ １．３ １０４．６ ４．６ １０２．１ ２．１ ４．０ １４．６ １８．３ １２０，８５９ ▲９．２ ９９，９９４ ２．７
２００７年 １０７．４ ２．８ １０７．８ ３．１ １０３．９ １．７ ▲４．０ １１．５ ８．６ １１９，２６８ ▲１．３ ８９，７２２ ▲１０．３
２００８年 １０３．８ ▲３．３ １０４．３ ▲３．２ １０６．７ ２．７ ▲６．０ ▲３．５ ８．０ １１５，９０１ ▲２．８ ９９，７４１ １１．２
２００８．１ １００．１ ▲６．６ １００．９ ▲７．１ １０８．９ ４．４ ▲５．３ ▲７．９ ７．４ １１，６９７ ▲０．４ ８，４６６ ３８．３

１１ ９３．１ ▲１６．５ ９３．６ ▲１７．０ １０９．５ ４．３ ▲１２．２ ▲２６．８ ▲１４．４ ８，４４３ ▲２．８ ７，３０３ ２．６
１２ ８５．３ ▲２０．７ ８６．０ ▲２０．７ １０９．７ ４．８ ▲２．７ ▲３５．０ ▲２１．５ ７，８５０ ▲６．４ ８，８１５ １４．０

２００９．１ ７６．７ ▲３０．９ ７６．７ ▲３１．６ １０８．０ ２．８ ▲３．８ ▲４５．７ ▲３１．９ ６，０１９ １．９ ７，６４９ １９．９
２ ６９．５ ▲３８．４ ７２．０ ▲３６．７ １０３．５ ▲１．７ ０．６ ▲４９．４ ▲４３．０ ６，３４９ ▲２．８ ７，９０８ ２９．２
３ ７０．６ ▲３４．２ ７３．１ ▲３２．４ ９９．８ ▲５．２ ▲１．３ ▲４５．５ ▲３６．６ １５，９６９ １５．３ ６，５７１ ▲２２．２
４ ７４．８ ▲３０．７ ７５．３ ▲３０．７ ９７．１ ▲７．２ ▲５．４ ▲３９．１ ▲３５．８ １３，２８８ ２０．５ ６，１０７ ▲２４．８
５ ７９．１ ▲２９．５ ７８．９ ▲３０．０ ９６．４ ▲８．４ ▲３．０ ▲４０．９ ▲４２．４ ７，８６６ ２．５ ５，２８９ ▲４２．２
６ ８０．９ ▲２３．５ ８１．７ ▲２２．６ ９５．３ ▲１０．３ ９．７ ▲３５．７ ▲４１．９ １０，９７７ １２．７ ６，７０９ ▲２０．４
７ ８２．６ ▲２２．７ ８３．７ ▲２２．０ ９５．０ ▲１０．６ ▲９．３ ▲３６．５ ▲４０．８ １２，５１１ ２．５ ７，５４７ ▲３６．４
８ ８３．９ ▲１９．０ ８４．２ ▲１９．０ ９５．１ ▲１０．３ ０．５ ▲３６．０ ▲４１．２ １０，０６３ ８．７ ６，２３４ ▲３１．７
９ ８５．７ ▲１８．４ ８７．７ ▲１６．８ ９４．７ ▲１２．１ １０．５ ▲３０．６ ▲３６．９ １４，３１４ ２２．１ ５，０５４ ▲３２．８
１０ ８６．１ ▲１５．１ ８８．８ ▲１３．０ ９３．３ ▲１４．４ ▲４．５ ▲２３．２ ▲３５．６ １２，６６５ ８．３ ５，９３２ ▲２９．９
１１ ８８．０ ▲４．２ ８９．６ ▲３．１ ９３．７ ▲１４．４ ▲１１．３ ▲６．３ ▲１６．８ ８，４４１ ▲０．０ ６，７３３ ▲７．８

出所 経済産業省 内閣府 財務省 西日本建設業保証 国土交通省

項目

年月

新設住宅着工戸数 企業物価指数
（２００５年＝１００）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

大型小売店
販売額

乗用車

合計 持家 貸家 分譲 乗用車新規登録台数

戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 指数 前年比（％） 億円 前年比（％） 台 前年比（％）

２００６年 １，２９０，３９１ ４．４ １．５ ７．８ ２．７ １０２．２ ２．２ １００．３ ０．３ ２１１，４５０ ▲０．９ ３，１２６，２４９ ▲６．８
２００７年 １，０６０，７４１ ▲１７．８ ▲１２．２ ▲１８．７ ▲２２．３ １０４．０ １．８ １００．３ ０．０ ２１１，９８８ ０．３ ２，９４５，６６８ ▲５．８
２００８年 １，０９３，４８５ ３．１ １．２ ５．２ １．８ １０８．８ ４．６ １０１．７ ▲０．３ ２０９，５１１ ▲１．２ ２，７９３，６２６ ▲５．２
２００８．１ ９２，１２３ １９．８ ▲４．３ ３５．４ ２８．９ １０９．５ ４．５ １０２．６ １．７ １６，６６８ ▲２．９ ２０２，１１９ ▲１３．４

１１ ８４，２７７ ０．０ ▲１１．７ １．７ １１．０ １０７．５ ２．４ １０１．７ １．０ １７，８２０ ▲１．７ １８５，９４１ ▲２７．９
１２ ８２，１９７ ▲５．８ ▲７．３ ▲４．１ ▲７．５ １０６．３ ０．９ １０１．３ ０．４ ２１，５９０ ▲４．８ １５７，９３９ ▲２２．９

２００９．１ ７０，６８８ ▲１８．７ ▲１０．８ ▲１８．４ ▲２６．４ １０４．７ ▲０．９ １００．７ ０．０ １８，０６９ ▲３．８ １５３，２７３ ▲２８．０
２ ６２，３０３ ▲２４．９ ▲９．９ ▲２８．５ ▲３４．４ １０４．２ ▲１．９ １００．４ ▲０．１ １４，４９７ ▲６．７ １９３，３９８ ▲３２．２
３ ６６，６２８ ▲２０．７ ▲１３．１ ▲１１．２ ▲４２．１ １０３．９ ▲２．６ １００．７ ▲０．３ １６，５１４ ▲６．７ ２８５，６４０ ▲３１．０
４ ６６，１９８ ▲３２．４ ▲１５．８ ▲３３．０ ▲５４．３ １０３．３ ▲４．１ １００．８ ▲０．１ １５，９６０ ▲５．０ １４６，２２９ ▲２７．２
５ ６２，８０５ ▲３０．８ ▲１４．９ ▲３３．３ ▲４８．１ １０２．８ ▲５．６ １００．６ ▲１．１ １６，１８５ ▲４．５ １５９，４１０ ▲１６．２
６ ６８，２６８ ▲３２．４ ▲１０．５ ▲３８．４ ▲５０．０ １０２．５ ▲６．７ １００．４ ▲１．８ １６，０２９ ▲５．２ ２１９，５０６ ▲９．４
７ ６５，９７４ ▲３２．１ ▲１２．２ ▲３６．０ ▲５０．１ １０２．９ ▲８．５ １００．１ ▲２．２ １７，３６０ ▲７．０ ２６５，８１１ ▲０．５
８ ５９，７４９ ▲３８．３ ▲２０．０ ▲４２．２ ▲５３．５ １０２．９ ▲８．５ １００．４ ▲２．２ １５，６９６ ▲５．０ １７９，５８１ ８．４
９ ６１，１８１ ▲３７．０ ▲１９．７ ▲３９．０ ▲５２．５ １０２．９ ▲８．０ １００．４ ▲２．２ １４，９３５ ▲４．２ ２９３，７０５ ９．２
１０ ６７，１２０ ▲２７．１ ▲４．９ ▲３５．６ ▲４０．６ １０２．１ ▲６．８ １００．０ ▲２．５ １５，６０８ ▲６．４ ２４０，１６９ １８．８
１１ ６８，１９８ ▲１９．１ ８．３ ▲２５．３ ▲３８．２ １０２．１ ▲５．０ ９９．８ ▲１．９ １６，２１６ ▲９．０ ２６７，７０６ ４４．０

出所 国土交通省 日本銀行 総務省 経済産業省 日本自動車販売協会連合会

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

完全
失業率

倒産件数 預金残高 貸金残高
可処分所得 消費支出

軽乗用車販売台数

台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 ％ 件 前年比（％） 百億円 前年比（％） 百億円 前年比（％）

２００６年 １，５０７，５９８ ８．７ ４４１，４４８ ０．１ ３２０，２３１ ▲２．８ １．０６ ４．１ １３，２４５ １．９ ５２，６５９ ０．４ ４０，０３５ １．８
２００７年 １，４４７，１０６ ▲４．０ ４４２，５０５ ０．２ ３２３，４５９ １．０ １．０４ ３．９ １４，０９１ ６．４ ５４，２５１ ３．０ ４０，４４０ １．０
２００８年 １，４２６，９７９ ▲１．４ ４４２，７４９ ０．１ ３２４，９２９ ０．５ ０．８８ ４．０ １５，６４６ １１．０ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２
２００８．１ １１２，２８８ １０．２ ４０５，９８２ ２．４ ３１３，５４４ ▲４．０ ０．８０ ３．８ １，４２９ １３．４ ５４，４９９ １．８ ４０，９３１ ３．５

１１ １０９，１９７ ３．３ ３６６，６６４ ０．３ ３１０，１４６ ２．４ ０．７６ ４．０ １，２７７ ５．３ ５５，１６３ １．６ ４１，３６４ ４．２
１２ ９３，７５９ ▲６．０ ８２１，２８０ １．７ ３６５，４３５ ▲３．７ ０．７３ ４．３ １，３６２ ２４．２ ５５，３６９ ２．１ ４２，１４７ ４．２

２００９．１ １０２，１０４ ▲３．９ ３６９，２０１ ０．６ ３２１，７３２ ▲５．７ ０．６７ ４．１ １，３６０ １５．８ ５５，１１８ １．７ ４１，８７２ ４．５
２ １３０，２７９ ▲８．７ ３９０，２９２ ▲３．１ ２９５，４９４ ▲１．０ ０．５９ ４．４ １，３１８ １０．４ ５５，５７０ ２．２ ４１，９４８ ４．５
３ １７７，０９１ ▲１１．０ ３６６，１６３ ▲３．５ ３４４，６４３ ０．５ ０．５２ ４．８ １，５３７ １４．１ ５６，４７０ ２．６ ４２，２２６ ４．３
４ ８９，５８５ ▲１４．４ ３８６，４４４ １．３ ３４４，５１４ ０．３ ０．４６ ５．０ １，３２９ ９．４ ５６，４０７ ２．４ ４１，７９７ ４．１
５ ８４，９９０ ▲１９．４ ３４１，７４８ ０．９ ３１７，１９５ ０．６ ０．４４ ５．２ １，２０３ ▲６．７ ５６，３１１ ２．４ ４１，７００ ３．６
６ ９９，５４９ ▲１７．８ ５６３，０５０ ▲５．３ ２９９，４３９ ▲２．８ ０．４３ ５．４ １，４２２ ７．４ ５６，８３２ ２．５ ４１，５９４ ２．９
７ １０６，２５５ ▲８．０ ４６９，５７１ ▲３．０ ３１６，６２３ ▲４．２ ０．４２ ５．７ １，３８６ １．０ ５６，２６８ ２．５ ４１，５２７ ２．８
８ ８３，７５７ ▲６．０ ３８９，４９８ ▲５．５ ３１８，０６７ ▲１．４ ０．４２ ５．５ １，２４１ ▲１．０ ５６，１１１ ２．６ ４１，３７８ ２．４
９ １１９，７４３ ▲６．３ ３４８，７８５ ▲２．９ ３０１，７９６ ▲１．９ ０．４３ ５．３ １，１５５ ▲１８．０ ５６，４２５ ２．７ ４１，６７０ ２．６
１０ ９８，６０６ ▲１２．２ ３８７，０４８ ▲４．７ ３０６，３９９ ▲２．３ ０．４４ ５．１ １，２６１ ▲１１．８ ５５，９７４ ２．７ ４１，４４５ １．３
１１ １００，２７１ ▲８．２ ３５４，７５３ ▲３．２ ３０３，５６４ ▲２．１ ０．４５ ５．２ １，１３２ ▲１１．４ ５６，５０５ ２．４ ４１，３６１ ▲０．０

出所 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 総務省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） pは速報値、rは修正値。鉱工業指数は、前年同期比の値と年間の指数は原数値、月間の指数は季節調整値。機械受注金額は、年間は前年比、月間は前月比。大型

小売店販売額は、店舗調整前の値。家計消費支出の前年比は、名目値の前年比。可処分所得・消費支出は、２人以上の世帯のうち勤労者世帯（農林漁家世帯を含
む）。有効求人倍率は、年間は実数値、月間は季節調整値。新規学卒を除きパートタイムを含む。完全失業率は季節調整値。預貸金残高は年末、月末残高。都市銀
行、地方銀行、第二地方銀行、信託銀行、長期信用銀行の合計、ただし、特別国際金融取引勘定を含まない。
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経済指標｜福岡県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 鉄鋼 電気機械 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０２．６ ２．６ １０２．６ ２．６ １０９．３ ９．３ ９８．３ ▲１．７ １０７．４ ７．４ １０３．０ ３．０ １１３．８ １３．８
２００７年 １０２．４ ▲０．２ １０５．９ ３．３ １１３．６ ３．９ １０１．２ ２．９ １１２．３ ４．６ １０２．７ ▲０．３ １２２．３ ７．４
２００８年 １０２．７ ０．３ １００．８ ▲４．９ １１６．３ ２．４ １１３．７ １２．４ １１３．４ １．０ １０１．６ ▲１．１ １２２．１ ▲０．１
２００８．１ ９７．０ ▲９．４ １０１．７ ▲２．１ １１０．４ ▲７．４ １１４．５ ８．２ ９８．４ ▲２４．３ ９５．１ ▲１１．４ １１９．２ ６．２

１１ ８９．３ ▲１６．８ ９１．４ ▲１４．３ １１２．１ ▲６．２ １０６．７ ０．５ ７６．１ ▲４２．６ ８３．３ ▲２３．０ １２４．６ ４．０
１２ ８６．４ ▲１８．７ ７８．２ ▲２７．５ １０８．９ ▲７．８ ９９．２ ▲７．５ ６８．９ ▲４６．９ ８１．３ ▲２４．２ １２９．１ ２．９

２００９．１ ７４．８ ▲２９．５ ５７．４ ▲４５．９ ８８．５ ▲２９．４ ８５．６ ▲２１．５ ６２．９ ▲４９．７ ７１．６ ▲３３．１ １２２．０ ▲４．５
２ ６４．８ ▲４１．４ ５６．５ ▲４７．４ ７２．５ ▲４１．８ ７５．７ ▲３４．８ ３８．４ ▲７１．４ ６０．０ ▲４６．２ １２２．３ ６．１
３ ７０．４ ▲３４．２ ５８．３ ▲４３．２ ６９．８ ▲４０．２ ８８．７ ▲２９．８ ４３．８ ▲６３．４ ６５．５ ▲３８．０ １１９．７ ▲３．１
４ ７２．４ ▲３２．２ ５８．４ ▲４５．２ ６３．８ ▲４７．５ ６２．８ ▲４８．０ ６７．０ ▲４５．２ ７３．０ ▲３１．６ １１８．１ ▲７．１
５ ７９．６ ▲２８．２ ７１．０ ▲３３．４ ６２．１ ▲４３．８ ７０．５ ▲４０．３ ８４．１ ▲３９．７ ７８．０ ▲３０．６ １１２．１ ▲３．８
６ ８０．０ ▲２４．１ ７４．１ ▲２９．３ ６２．６ ▲４７．６ ６３．９ ▲３８．７ ８６．３ ▲３１．１ ７９．４ ▲２４．０ １１８．１ ▲５．７
７ ８１．４ ▲２４．９ ８４．２ ▲１８．７ ６４．３ ▲４４．６ ６２．８ ▲４４．６ ８４．３ ▲３５．４ ８１．３ ▲２６．２ １２６．９ ７．４
８ ８４．７ ▲１７．８ ８６．０ ▲１４．４ ６８．０ ▲４０．５ ７３．４ ▲３５．８ ９７．１ ▲１５．９ ８５．９ ▲１６．７ １１１．４ ▲１１．０
９ ８８．５ ▲１４．４ ８７．５ ▲１３．２ ７５．６ ▲３６．７ ７３．９ ▲３７．２ １０８．０ ▲９．１ ８９．５ ▲１２．８ １０４．１ ▲９．４
１０ ８５．９ ▲１２．３ ８６．１ ▲１４．４ ７０．６ ▲３６．２ ６９．０ ▲３９．７ ９６．７ ▲２．４ ８５．９ ▲１０．５ １０１．７ ▲１３．５
１１

出所 福岡県調査統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 福岡市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 ９．２ ２３．６ ４，２５２ ▲１１．７ ３，５８６ ２１．８ ５８，９５２ ８．４ ▲１．５ ９．８ １５．２ １００．１ ０．１ ７０９，９２３ ▲１．８
２００７年 １７．０ １１．６ ４，６７３ ９．９ ３，６６１ ２．１ ４５，０６６ ▲２３．６ ▲９．８ ▲２１．１ ▲４０．２ １００．０ ▲０．１ ７１６，６９９ １．０
２００８年 ８．４ ２．２ ４，２６２ ▲８．８ ３，６８０ ０．５ ４７，１３９ ４．６ ０．３ ▲３．０ ３０．３ １０１．０ １．０ ７００，４５１ ▲２．３
２００８．１ ６．７ ０．３ ４５４ １．９ ３８９ １６５．７ ３，５２６ ２９．０ ▲１１．９ １８．５ ２１５．５ １０１．７ １．１ ５５，１６５ ▲２．３

１１ ▲１９．０ ▲１９．１ ２７９ ▲１９．８ １９２ １４．７ ３，１５３ ７．６ ▲１８．８ ９．７ ５７．７ １０１．０ ０．６ ５８，４１１ ▲２．５
１２ ▲３８．４ ▲１８．４ ２３５ ▲２５．５ ２６０ ▲１４．９ ３，４０５ ▲３．８ ４．４ ▲９．７ ３．０ １００．６ ０．２ ７６，３６１ ▲４．６

２００９．１ ▲４８．５ ▲３７．６ ２２０ ▲２２．３ １６６ ▲４７．０ ２，６７８ ▲３２．０ ▲１５．８ ▲７．０ ▲７５．１ １００．１ ▲０．１ ６０，１７６ ▲４．１
２ ▲５１．１ ▲４３．８ １６４ ▲１３．７ １４０ ▲４８．４ ２，８６６ ▲７．１ ▲１４．２ ▲３５．８ ８８．２ ９９．６ ▲０．１ ４８，０００ ▲５．７
３ ▲４３．６ ▲３６．０ ４３９ ▲２．５ ２１２ １０．７ ２，５２９ ▲２２．２ ▲１３．５ ▲２１．７ ▲１８．３ ９９．８ ▲０．４ ５４，１７１ ▲７．４
４ ▲２９．１ ▲３６．５ ４４７ ２８．４ １４４ ▲３２．８ ２，２６４ ▲４３．８ ▲２０．４ ▲５２．７ ▲４１．８ １００．２ ０．２ ５２，７４０ ▲４．６
５ ▲４０．１ ▲３６．６ ２２０ ▲６５．６ ２００ ▲２１．３ ２，３６７ ▲５３．９ ▲１８．０ ▲６７．９ ▲５０．２ １００．０ ▲１．０ ５４，２０５ ▲４．３
６ ▲２７．４ ▲３６．９ ２４４ ▲１９．２ １９０ ▲５７．６ ２，４３９ ▲４２．５ ２．９ ▲５８．８ ▲４８．７ ９９．７ ▲１．８ ５１，５０５ ▲４．０
７ ▲３８．９ ▲３９．０ ３８７ ▲２．０ １２４ ▲６９．４ ２，２７６ ▲５２．７ ▲１２．０ ▲６３．９ ▲５７．１ ９９．５ ▲２．３ ６１，２６５ ▲８．３
８ ▲３８．１ ▲４１．７ ３８５ ２６．３ １８２ ▲５８．６ １，９３８ ▲５６．９ ▲１９．２ ▲６０．６ ▲８０．４ ９９．７ ▲２．３ ５３，６９２ ▲３．０
９ ▲３６．９ ▲３５．７ ４７９ ２５．３ ２８３ ▲７．２ ２，０７８ ▲４９．０ ▲１７．７ ▲４８．３ ▲８０．４ ９９．８ ▲２．０ ４９，３１５ ▲２．６
１０ ▲２７．７ ▲３４．５ ４５１ ▲０．７ ２５９ ▲３３．４ ２，３６４ ▲３３．０ ▲１．６ ▲４５．２ ▲３３．３ ９９．４ ▲２．３ ５２，５９４ ▲４．７
１１ ▲１９．１ ▲２２．６ ２５２ ▲１０．０ １９８ ３．２ ２，４５１ ▲２２．３ １０．８ ▲３３．８ ▲２４．２ ９８．９ ▲２．１ ５２，８３２ ▲９．６

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 北九州・福岡大都市圏 北九州・福岡大都市圏

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １１６，４０６ ▲７．４ ６０，０４３ ９．４ ４０７，７３９ ０．５ ３１８，９９７ ▲２．４ ０．８５ ５０２ ４．６ １６７，８１２ １．０ １３１，７４９ ▲０．５
２００７年 １１０，６３２ ▲５．０ ５７，５５６ ▲４．１ ３８９，４３９ ▲４．５ ３０７，３２８ ▲３．７ ０．８５ ５０４ ０．４ １７０，７８７ １．８ １３４，３５７ ２．０
２００８年 １０５，８８９ ▲４．３ ５６，４５４ ▲１．９ ３９６，３０３ １．８ ３１２，７７５ １．８ ０．６３ ５４５ ８．１ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４
２００８．１ ７，７３１ ▲１１．１ ４，０６７ ２．５ ３５９，２７３ ▲７．３ ２９１，２８９ ▲１７．１ ０．５８ ５０ １３．６ １７１，０１１ ２．１ １３３，９３９ ２．１

１１ ７，３０６ ▲２４．２ ４，３９２ ▲３．１ ３２８，９７１ ▲３．４ ２６９，１７３ ▲７．１ ０．５７ ４９ ４．３ １７２，０７５ ２．１ １３５，２１３ ２．０
１２ ５，７９０ ▲２６．８ ３，４７６ ▲８．９ ７１９，０２１ ▲０．２ ３２１，０５９ ▲１５．１ ０．５４ ４６ １７．９ １７４，０９８ １．９ １３７，５９８ ２．４

２００９．１ ５，６６９ ▲２８．８ ４，３１７ ▲０．６ ３３１，０８１ ▲３．５ ２８０，７９５ ▲１５．９ ０．５３ ４７ ２７．０ １７４，０４７ ２．６ １３７，８９３ ３．５
２ ７，４１１ ▲３２．９ ５，４５１ ▲４．９ ３４０，３３４ ▲１１．３ ３２０，８５７ ▲１０．６ ０．４９ ３１ ▲３．１ １７４，８０２ ３．０ １３９，５３７ ３．８
３ １０，０６７ ▲３３．１ ７，２１０ ▲７．５ ３６３，５６２ ４．９ ３０２，７０７ ▲１２．６ ０．４７ ４４ ▲２６．７ １７３，１２３ ２．０ １３８，８３０ ２．８
４ ５，６２６ ▲２６．８ ３，４４３ ▲１４．５ ３６３，１５７ ６．８ ３４５，２２９ ０．４ ０．４４ ３６ ▲１０．０ １７６，９８４ ２．１ １３９，０５３ ３．８
５ ５，８３０ ▲１７．６ ３，０５８ ▲２７．６ ３２１，８０３ ９．１ ２８８，６０７ ▲４．０ ０．４１ ４２ ▲８．７ １７７，９９２ ３．１ １３９，６６４ ３．６
６ ８，０６８ ▲１２．５ ４，１０９ ▲１５．１ ５１２，６４２ １．８ ２６５，０１９ ▲１．６ ０．３９ ４８ ▲２．０ １７７，８６９ ２．４ １３６，９６５ １．８
７ １０，２３７ ０．７ ４，３３０ ▲１１．９ ４５２，８００ ７．６ ３０２，５３６ ▲０．０ ０．３８ ４５ ２８．６ １７６，０９８ ２．５ １３７，６３５ ２．２
８ ７，４５４ １１．０ ３，４７３ ▲４．７ ３４９，７９９ ▲１０．４ ３０６，４２１ ▲７．７ ０．３８ ３３ ▲２５．０ １７６，０６３ ２．１ １３７，５４９ １．９
９ １１，４４９ １２．８ ４，９１９ ▲１．８ ３２２，３８７ ▲０．９ ３１１，９４５ ９．８ ０．３９ ４４ ▲２２．８ １７５，６５４ ２．９ １３８，１８２ ３．３
１０ ９，０９７ １７．７ ３，８９１ ▲４．３ ３５３，６２９ ▲１．６ ３０８，２３９ ５．８ ０．４０ ３４ ▲３２．０ １７６，５６７ ３．２ １３８，８１８ ３．６
１１ １０，２２２ ３９．９ ４，０５５ ▲７．７ ３３１，２６３ ０．７ ２６８，６３０ ▲０．２ ０．４１ ３１ ▲３６．７ １７７，０６７ ２．９ １３８，３６３ ２．３

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 掲載指標についての説明は全国の注釈参照。
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経済指標｜熊本県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２００５年＝１００） 鉱工業出荷指数

（２００５年＝１００）
鉱工業在庫指数
（２００５年＝１００）

総合 食料品 電子部品 一般機械 輸送機械

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％）

２００６年 １０９．６ ９．６ １００．５ ０．５ １２２．５ ２２．５ １１１．０ １１．０ ９９．２ ▲０．８ １０８．６ ８．６ １１２．０ １２．０
２００７年 １０９．３ ▲０．３ ９９．３ ▲１．２ １３７．８ １２．５ １１８．０ ６．３ ９１．９ ▲７．４ １０８．３ ▲０．３ １１３．２ １．１
２００８年 １０３．６ ▲５．３ ９７．９ ▲１．４ １３８．６ ０．６ ７８．２ ▲３３．８ ９４．４ ２．７ １０１．０ ▲６．８ １２４．５ １０．０
２００８．１ ９９．６ ▲７．６ ９５．７ ０．０ １３０．３ ▲９．２ ６２．２ ▲４２．１ １００．４ ８．１ ９７．５ ▲１０．５ １２７．６ １４．１

１１ ９７．１ ▲１２．６ ９５．９ ▲２．６ １１８．９ ▲２２．９ ５６．６ ▲４３．２ １０２．１ １１．２ ９５．１ ▲１４．２ １３４．１ １８．８
１２ ９３．０ ▲１１．３ ９３．４ ▲１．１ １１２．１ ▲２２．２ ６３．０ ▲４０．１ １０１．７ ２７．８ ８９．７ ▲１１．５ １４３．３ ２５．８

２００９．１ ８２．６ ▲２３．２ ９６．３ ▲２．７ ８６．１ ▲４３．２ ７０．７ ▲２７．７ ７５．２ ▲７．１ ８３．９ ▲１９．８ １４４．４ １６．６
２ ７５．８ ▲３１．９ ９５．５ ▲７．９ ７４．１ ▲５３．５ ５３．０ ▲４５．４ ７６．３ ▲１０．４ ７６．５ ▲２８．５ １４１．８ １３．４
３ ７１．３ ▲３４．２ ９８．９ １．２ ７８．８ ▲５０．６ ６２．１ ▲３２．２ ７２．７ ▲８．７ ７３．３ ▲３０．５ １２０．３ １．８
４ ７７．３ ▲２９．２ ９３．０ ▲５．３ １０４．６ ▲３０．２ ３２．６ ▲６８．０ ６８．７ ▲２２．２ ７６．０ ▲２８．２ １１３．１ ▲０．３
５ ７６．８ ▲３０．０ ９３．３ ▲６．７ １００．３ ▲３３．７ ３０．１ ▲６５．８ ７５．３ ▲２３．６ ７６．４ ▲２８．９ １１５．２ ▲２．６
６ ７８．４ ▲２４．２ ９８．２ ０．９ １０８．７ ▲１９．３ ４８．３ ▲３２．７ ７１．７ ▲２８．８ ７８．４ ▲２１．３ １０９．６ ▲９．５
７ ８０．３ ▲２１．３ １００．２ ０．７ １１１．３ ▲１９．１ ５０．２ ▲２４．８ ６９．１ ▲３０．２ ７８．６ ▲２２．３ １０７．６ ▲１３．８
８ ８１．４ ▲２０．２ ９６．１ ▲７．１ １０７．９ ▲１８．４ ３８．３ ▲４４．５ ７５．９ ▲２１．５ ７９．０ ▲２０．４ １０６．４ ▲１３．９
９ ８４．３ ▲１８．６ ９１．５ ３．５ １１８．７ ▲１４．０ ４５．６ ▲２４．８ ６６．８ ▲３６．０ ８３．８ ▲１８．５ １０３．０ ▲１４．３
１０ ８１．７ ▲１８．８ ９９．２ ２．１ １０９．２ ▲１７．０ ４４．７ ▲２９．４ ６６．５ ▲３５．０ ７９．７ ▲１９．３ ９４．９ ▲２５．６
１１

出所 熊本県統計課

項目

年月

貿易 公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数
消費者物価指数
（２００５年＝１００） 大型小売店

販売額
輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 熊本市

前年比（％） 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 指数 前年比（％） 百万円 前年比（％）

２００６年 １１．５ ９．６ ２，０７７ ２４．８ １，１６５ ▲５．５ １４，８０５ ５．５ ２．７ ７．６ ２０．６ １００．０ ▲０．０ １８８，８４０ ▲０．４
２００７年 ３．９ ２０．８ ２，０７１ ▲０．３ １，２８９ １０．６ １３，２８６ ▲１０．３ ▲８．１ ▲７．２ ▲２７．３ ９９．９ ▲０．１ １８７，６７６ ▲０．６
２００８年 ２．６ ２６．７ ２，０２１ ▲２．４ １，０９８ ▲１４．８ １２，５４２ ▲５．６ ０．３ ▲８．７ ▲１０．５ １０１．１ １．２ １８４，１３４ ▲１．９
２００８．１ ▲４０．９ ４９．２ ２１８ １９．８ ７５ ６２．９ １，２４５ ３９．４ １４．０ ２４．２ ２０１．９ １０２．３ １．９ １４，４４４ １．２

１１ ▲３１．４ ３０．０ １１５ ▲３６．６ ８２ ▲１１．８ １，１６４ ２．２ ▲１１．１ ９．５ ５８．５ １０１．４ １．１ １５，００６ ▲１．４
１２ ▲５３．３ ２６．８ １４９ ▲１４．１ ８２ ▲１９．１ ７９５ ▲２３．１ ▲４．３ ▲２４．２ ▲５２．３ １０１．１ ０．８ ２０，６８３ ▲４．２

２００９．１ ▲５４．２ ▲１８．４ １０２ ▲４．９ ４３ ▲６２．８ ７７１ ▲３７．９ ▲１５．４ ▲５８．５ １１．４ １００．６ ０．６ １６，５２４ ▲３．０
２ ▲５５．３ ▲３．０ ９９ ▲３７．３ ５０ ▲６２．６ ８２５ ▲１４．３ １７．８ ▲３４．５ ０．０ １００．２ ０．２ １２，２００ ▲１０．０
３ ▲５６．２ ５３．１ ２３２ ▲１３．３ ３６ ▲４６．８ ８１９ １１．０ ６．４ ▲３６．６ １３５．４ １００．６ ０．３ １４，３１９ ▲５．７
４ ９．０ ▲３７．９ ２６８ １１．３ ５４ ２８．８ ８１６ ▲１７．９ ▲３５．４ ▲３４．２ ９０．１ １００．８ ０．７ １３，６１４ ▲６．６
５ ▲１３．５ ▲６０．４ ９４ ▲４７．８ ５８ ▲２０．１ ６５０ ▲３８．４ ▲４．９ ▲５６．８ ▲１５．８ １００．５ ▲０．５ １４，１２０ ▲４．７
６ ▲６．３ ▲２２．１ ８７ ▲７．１ ５４ ▲３３．１ １，０８７ ２．３ ▲４．５ １９．５ ▲１２．５ １００．４ ▲１．０ １３，２７５ ▲５．６
７ ▲４７．５ ▲４０．２ １６５ ３２．２ ６０ ▲６６．２ ９２５ ▲６．８ ▲７．６ ▲５．５ ▲１４．０ １００．２ ▲１．３ １５，８８３ ▲８．４
８ ▲３０．２ ▲７０．８ １９１ ４９．９ ５１ ▲４５．０ ７５０ ▲４０．９ ▲３１．８ ▲３９．０ ▲６８．１ １００．４ ▲１．４ １３，７９７ ▲６．２
９ ▲７２．６ ▲４２．４ ３１１ ２９．７ ６８ ▲１１．６ ７５６ ▲２６．０ ▲２．４ ▲５１．４ ６３．５ １００．６ ▲１．６ １２，３８５ ▲２．８
１０ ▲１２．２ ▲５１．３ ２４９ １４．１ ９７ ２９．０ ６４８ ▲４８．０ ▲２１．８ ▲５７．６ ▲６９．４ １００．４ ▲１．９ １３，６８３ ▲５．３
１１ ▲３４．８ ▲２９．９ １６７ ４５．３ ６５ ▲２０．５ ８９７ ▲２２．９ １４．２ ▲４１．９ ▲２７．４ １００．３ ▲１．１ １３，７３８ ▲８．４

出所 門司税関 西日本建設業保証 国土交通省 総務省 九州経済産業局

項目

年月

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 熊本市 熊本市

台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 ３４，１５７ ▲６．７ ２８，１２４ ４．５ ３９０，３４１ ▲１２．３ ２８４，６１７ ▲１３．７ ０．８１ １２７ ▲２．３ ４７，１６２ ▲０．２ ２７，５７５ ０．７
２００７年 ３２，２２５ ▲５．７ ２７，９９８ ▲０．４ ４３１，６１４ １０．６ ２９７，５８０ ４．６ ０．８２ １３９ ９．４ ４７，９７６ １．７ ２８，６６６ ４．０
２００８年 ３１，１８４ ▲３．２ ２８，２８７ １．０ ３９４，６９６ ▲８．６ ３０８，０５０ ３．５ ０．６３ １７９ ２８．８ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０
２００８．１ ２，１８０ ▲１１．４ ２，０６１ ９．９ ３８２，９１４ ７．４ ２９７，９４７ ４．１ ０．５６ １３ ３０．０ ４７，９９８ １．８ ２８，７６９ ２．７

１１ ２，２００ ▲２６．４ ２，１８１ ７．９ ３３５，７４３ ▲５．８ ２９４，８６３ １．１ ０．５２ １３ ▲７．１ ４８，２５４ ２．６ ２９，０７４ ３．０
１２ １，５８５ ▲２２．５ １，９３０ ▲３．５ ６７３，２２０ ▲２０．６ ３４０，１５９ ▲２．６ ０．４９ ２３ １０９．１ ４８，６１５ １．３ ２９，５３５ ３．０

２００９．１ １，９８１ ▲１９．４ ２，２２７ １．３ ３２６，４３７ ▲５．２ ３４２，５０６ ９．５ ０．４４ １５ ５０．０ ４８，２３１ ２．２ ２９，４００ ４．０
２ ２，３３４ ▲２８．２ ２，７６２ ▲４．２ ３３１，８４９ ▲１．７ ２４５，７６３ ▲１２．０ ０．４１ ７ ▲５３．３ ４８，４２０ ２．６ ２９，３３６ ４．０
３ ３，５０９ ▲２５．７ ３，３２７ ▲１３．０ ３２６，６８８ ▲７．２ ３８３，１２２ １８．６ ０．４０ １１ ▲２６．７ ４７，９８９ １．８ ２９，４９０ ２．１
４ １，７４６ ▲１９．８ １，７７８ ▲１０．８ ３３３，２０１ ▲０．１ ３２４，８５７ ▲５．３ ０．３６ ５ ▲２８．６ ４９，２２８ ３．１ ２９，１４７ ３．２
５ １，８２４ ▲１４．４ １，７７７ ▲１８．２ ３０９，０３８ ▲２．３ ２８９，５２５ ▲８．０ ０．３５ ８ ▲５２．９ ４９，３７７ ２．０ ２９，２４９ １．９
６ ２，６８６ ７．７ ２，０４４ ▲１５．４ ５４７，２９２ ▲２．７ ２６６，５７７ ▲５．１ ０．３６ ２０ ２５．０ ４９，６６８ ０．９ ２９，１４４ １．８
７ ３，２０３ ２．１ ２，１１７ ▲８．９ ３９１，４３３ ▲４．６ ３０５，１０４ ▲８．７ ０．３５ １０ ▲２８．６ ４８，８５８ ０．７ ２９，２５８ １．８
８ ２，２９５ ２８．９ １，８１１ ▲６．８ ３１８，０９５ ▲８．５ ２８３，６３５ ▲１．２ ０．３６ ７ ▲６５．０ ４８，９７８ ０．６ ２９，１９３ １．２
９ ３，７７９ ２３．１ ２，３０１ ▲２．６ ３４１，１７２ ０．４ ３３０，０３４ １４．２ ０．３７ ７ ▲５６．３ ４８，７１３ １．１ ２９，４４８ １．８
１０ ３，１３３ ４３．７ １，９５５ ▲５．１ ３９６，９０２ ３．７ ３２２，０９７ ８．１ ０．３９ １５ １５．４ ４９，２４８ ２．６ ２９，４３５ ２．３
１１ ３，６５４ ６６．１ １，９９７ ▲８．４ ３５９，０４５ ６．９ ２９２，８５１ ▲０．７ ０．３９ １３ ０．０ ４９，１５８ １．９ ２９，２０８ ０．５

出所 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。
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経済指標｜長崎県のデータ�
項目

年月

鉱工業生産指数
（２０００年＝１００）

造船 機械等 電子部品
生産高

総合 一般機械 食料品工業 電気機械 輸送機械 生産高

季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 季調値 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 前年比（％）

２００６年 １０４．０ ８．３ １２０．８ １８．６ １０２．６ ０．０ ４９．３ ７．８ １２３．８ ▲７．６ １，８７５ ８．３ ２，７７４ ▲５．８ ７．０
２００７年 １０５．９ １．８ １０６．５ ▲１１．９ １００．０ ▲２．５ ６１．６ ２５．２ １２２．８ ▲０．８ ２，１６６ １５．５ ３，０７９ １１．０ ３．０
２００８年 １１８．５ １１．９ １５５．２ ４５．８ １０２．６ ２．６ ４６．０ ▲２５．４ １４５．８ １８．７ ２，２６３ ４．５ ３，１８０ ３．３ ０．７
２００８．１ １２６．３ ２０．９ １６１．８ ７６．２ １０４．２ ▲６．１ ４２．２ ▲２２．３ １６２．６ １５．８ ２１８ １７．８ ２７７ ５．１ ▲４．３

１１ １０８．５ ▲２．９ １３５．０ ４５．４ ９５．２ ▲１２．１ ５３．５ ３．０ １５１．５ ４．２ １６９ ▲１２．２ ３１６ １４．８ ▲１２．２
１２ １０８．０ ▲５．１ １２３．４ ２２．４ １０１．０ ４１６．４ ４８．３ ▲６．７ １５０．３ １１．４ １７８ ▲２．０ ３０３ ２２．３ ▲３８．７

２００９．１ ８５．１ ▲２８．７ １１１．２ ▲１５．３ １０１．０ ▲４．４ ４４．０ ▲１１．９ １１４．９ ▲１７．１ １５７ ▲８．８ ２６２ ０．６ ▲４３．７
２ ８１．２ ▲３６．６ １００．８ ▲３１．６ ９５．０ ▲１７．４ ４６．４ ▲３．６ １３８．０ ▲１．０ １６３ ▲１５．７ ２１５ ▲１２．８ ▲３８．２
３ ７１．４ ▲２９．１ ８５．０ ▲３９．１ ９７．９ ▲７．５ ５８．８ ５２．５ １４０．２ ６．６ １９２ ２．６ ２０１ ▲１０．３ ▲４４．４
４ ８１．４ ▲３３．７ ７２．３ ▲５０．２ ９９．７ ▲２．７ ４３．８ ▲６．６ １４６．６ ６．４ ２０２ ０．１ ２０１ ▲１６．１ ▲４８．８
５ ９１．４ ▲２４．９ ９８．５ ▲３８．５ １０４．８ ４．６ ４０．３ ▲１６．０ １４３．０ ３．６ １８２ ▲０．８ １９７ ▲１９．４ ▲２０．０
６ １０９．８ ▲８．７ １１６．０ ▲２７．５ １０２．１ １１．１ ３４．２ ▲２７．６ １４３．６ ▲１．７ １９６ ▲３．３ ２０７ ▲２９．７ ▲２５．０
７ １１２．６ ▲７．８ １３６．７ ▲２５．８ １０６．９ ５．４ ３７．８ ▲３５．１ １６７．１ １０．４ １９５ １１．０ ２０１ ▲２６．０ ▲１．０
８ １２１．７ ▲３．９ １９８．６ ▲２．４ １２０．２ １６．５ ４４．１ １６．０ １３２．１ ▲１３．０ １７１ ▲４．０ １７２ ▲３１．１ ▲１０．５
９ １２１．２ ▲３．３ １７８．０ ▲５．２ １０８．８ １．４ ３９．６ ５．０ １２５．０ ▲１６．０ １６６ ▲１８．４ １７７ ▲３０．８ ２．７
１０ １１７．９ ▲６．６ １６７．５ ３．５ １０４．６ ０．４ ４７．０ １１．５ １３２．０ ▲１８．９ ４２ ▲８０．８ ７ ▲９７．４ ▲１３．４
１１ ２．６

出所 長崎県統計課 三菱重工業長崎造船所、佐世保重工業 日本銀行長崎支店

項目

年月

貿易
漁業水揚金額

公共工事
保証請負金額

建築着工統計
工事費予定額
（非居住用）

新設住宅着工戸数 観光施設入場者数
（主要７施設合計）

消費者物価指数
（２００５年＝１００）

輸出金額 輸入金額 合計 持家 貸家 分譲 長崎市

前年比（％） 前年比（％） 百万円 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％） 戸 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 前年比（％） 千人 前年比（％） 指数 前年比（％）

２００６年 ４１．２ １６．３ ６４，９４７ ▲７．３１，７６５ ▲１５．５ ８３１ ７．４ ８，９４０ ▲１２．６ ０．６ ▲２２．８ ▲１２．７４，７７５ ３．９ ９９．８ ▲０．２
２００７年 ６．０ ２０．７ ７０，２４７ ８．２１，８６２ ５．５ ６４４ ▲２２．５ ６，９０１ ▲２２．８ ▲１９．６ ▲１１．９ ▲５６．６５，０００ ４．７ ９９．７ ▲０．１
２００８年 ５．７ ５７．５ ７３，４９９ ４．６１，５７５ ▲１５．４ ５８２ ▲９．６ ６，９４２ ０．６ １．５ ▲８．９ ５１．３４，５９３ ▲８．１１００．９ １．２
２００８．１ ▲９．８ ２４．０ ５，８５０ ▲３．０ １９２ ▲６．９ ５０ １．６ ７０３ ６６．２ １３．９ １０５．７ ３０５．９ ４１２ ▲２．９１０１．９ １．６

１１ ▲１０．８ ６．６ ６，０４８ ▲６．８ １２１ ▲３３．７ ２５ ▲２７．１ ６９２ ３．６ ▲１７．１ ▲４２．２ ６４８．６ ３８９ ▲１５．８１０１．０ １．０
１２ ２８．１ １５．６ ７，５１１ ０．７ １４１ ４．５ ４７ ７０．０ ５６０ ▲３．３ ７．４ ▲１０．８ ９．４ ３１４ ▲２０．８１００．９ ０．８

２００９．１ ５８．３ ▲７９．６ ５，４３１ ▲２．１ １２７ ３５．９ １６７ ２９０．９ ４７２ ▲７．８ ▲２２．７ ３．８ ▲７．９ １８３ ▲２９．８１００．５ ０．７
２ ９．４ ▲３１．５ ５，１０４ ▲９．５ １５０ １１．８ ３４ ▲３．７ ５０５ ▲８．０ ▲１４．６ ５．６ １０．０ ２０９ ▲３４．４１００．１ ０．５
３ ２６．２ ▲３０．７ ５，５２０ ▲１６．５ ２００ ▲１６．８ ２７ ▲２．９ ２９２ ▲４７．７ ▲３９．７ ▲５４．０ ▲５０．０ ４０７ ▲１７．０１００．５ ０．５
４ ▲５３．５ ▲３７．０ ５，７３９ ▲２４．６ １５２ １２５．８ ４１ ▲３５．３ ４６５ ▲１０．２ ▲３．９ ▲１５．５ ▲６２．０ ２８７ ▲２８．２１００．６ ０．４
５ ２２．２ ▲６６．４ ５，０１１ ▲２５．７ １０４ １４７．０ ４４ ２６．５ ４２４ ５．７ ２．９ ３９．６ ▲７９．３ ４６５ ▲１２．２１００．４ ▲０．５
６ ３．２ ▲４９．５ ４，０５６ ▲２８．７ １４１ ２２．６ ７９ ６８．６ ５１１ ▲３２．５ ▲１３．０ ▲４９．３ ▲２９．１ ２３２ ▲１５．７ ９９．７ ▲１．４
７ ２３．３ ▲５７．０ ３，９０５ ▲３２．７ ２４５ ９７．６ ２７ ▲７２．６ ３６１ ▲２１．０ ▲５．２ ▲２５．０ ▲７３．５ ２４３ ▲２６．９ ９９．６ ▲１．９
８ １６．６ ▲５１．８ ４，５７０ ▲４．０ １８６ ２３．２ １４ ▲７９．２ ３７３ ▲３８．８ ▲２９．３ ▲２０．４ ▲９２．６ ５３９ ▲０．８１００．０ ▲１．８
９ ６１．３ ▲６１．１ ４，２４６ ▲２５．４ ２６４ ７３．１ ５５ ３３．１ ４３７ ▲３０．２ ▲３．０ ▲３０．０ ▲６２．０ ３７１ １３．６ ９９．７ ▲２．２
１０ ▲１０．０ ▲４８．９ ５，０３１ ▲１４．０ １６９ ▲１２．０ ３４ ▲３２．６ ６０７ ▲１３．７ ▲１５．３ ▲９．９ ▲１８．８ ３４４ ▲１６．５ ９９．３ ▲２．６
１１ ４６．６ ▲１２．８ ５，０３１ ▲１６．８ １００ ▲１７．２ ３７ ４９．３ ６５２ ▲５．８ ▲１９．７ ８５．６ ▲９５．０ ３０８ ▲２１．０ ９９．３ ▲１．７

出所 門司税関 県内主要４魚市場 西日本建設業保証 国土交通省 長崎県観光振興推進本部 総務省

項目

年月

大型小売店
販売額

乗用車
家計消費支出（勤労者世帯）

有効求人
倍率

倒産件数 預金残高 貸金残高可処分所得 消費支出

乗用車新規登録台数 軽乗用車販売台数 長崎市 長崎市

百万円 前年比（％） 台 前年比（％） 台 前年比（％） 円 前年比（％） 円 前年比（％） 倍 件 前年比（％） 億円 前年比（％） 億円 前年比（％）

２００６年 １３３，９３３ ▲４．２ ２２，６５２ ▲１０．３ ２４，８５１ ７．７３４８，７１１ １２．３２７８，５６６ ３．６ ０．６０ １２５ ７．８ ４０，３３６ ▲１．２ ２４，９８９ ▲４．９
２００７年 １３０，３０７ ▲２．７ ２０，７１４ ▲８．６ ２３，５０６ ▲５．４３６４，６５５ ４．６３１５，６５６ １３．３ ０．６２ １４８ １８．４ ４０，９２３ １．５ ２４，４５６ ▲２．１
２００８年 １２４，８２７ ▲４．２ ２０，２４５ ▲２．３ ２３，２５０ ▲１．１３６４，２７６ ▲０．１２９６，６２２ ▲６．０ ０．５７ １７８ ２０．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１
２００８．１ ９，３７１ ▲５．９ １，３９３ ▲１７．７ １，７６２ １４．０３３２，６８７ １０．７２６７，４４９ ▲１２．５ ０．５５ １５ ▲２１．１ ４０，４４１ ▲０．２ ２３，５１４ ▲３．０

１１ １０，２２６ ▲３．９ １，３８７ ▲２１．７ １，８５４ １３．０２９９，１８６ ５．８３５７，１９２ ３４．２ ０．５３ １５ ３６．４ ４０，７７０ ▲０．７ ２３，５６５ ▲２．６
１２ １２，９９５ ▲７．４ １，２１５ ▲２２．０ １，６５７ ３．４７３０，７０１ １９．２４０２，６８６ １４．７ ０．５２ １４ ２７．３ ４０，９３１ ０．０ ２３，６９３ ▲３．１

２００９．１ １１，２４１ ▲４．３ １，２３６ ▲２５．９ １，８５４ ０．４２９６，６５９ １０．７３０９，７７３ ５．５ ０．４８ １０ ▲１６．７ ４０，６３５ ０．４ ２３，９８５ ▲０．７
２ ８，６００ ▲７．８ １，４１４ ▲２８．３ １，９９４ ▲８．７３５２，３８９ １５．９２７０，６５６ ７．７ ０．４４ ６ ▲５７．１ ４１，０７４ １．３ ２４，１０９ ▲０．９
３ ９，４２３ ▲７．４ ２，２７７ ▲２３．５ ２，９１２ ▲６．０３４２，４２０ ２６．７３１８，２５２ ▲１．４ ０．４１ ６ ▲６６．７ ４０，８１５ １．２ ２４，１３７ ▲３．０
４ ９，４５５ ▲４．６ １，１３１ ▲１７．６ １，４８６ ▲１１．１ ３７２，７５１ １５．９３２８，２３７ １７．１ ０．４１ １４ ▲６．７ ４１，５２１ １．４ ２３，２５６ ▲３．９
５ ９，６３５ ▲４．８ １，３０８ ▲３．６ １，５２６ ▲１４．９ ３１６，７５９ １５．４２８４，５４１ ９．３ ０．４１ １２ ９．１ ４２，５０７ ２．６ ２３，７６５ ▲１．６
６ ９，２１６ ▲５．３ １，７５６ １３．４ １，７７８ ▲８．９５４５，８９４ ３．４２９２，１３９ １２．８ ０．４１ １２ ▲２９．４ ４２，２３１ ２．１ ２３，１７８ ▲２．６
７ １０，９８２ ▲７．６ １，９７９ ２．５ １，８７６ ▲１．６３７９，０８８ ２．４３０６，７２６ ７．３ ０．３９ ７ ▲５８．８ ４１，６５１ １．４ ２３，２５５ ▲２．７
８ ９，８２１ ▲５．６ １，４３２ ６．２ １，４９０ １．３３１０，６４４ ▲９．１２７３，０５０ ▲９．２ ０．３９ １１ ▲２６．７ ４１，６９７ １．０ ２３，２３９ ▲３．１
９ ８，４８０ ▲５．０ ２，３１５ １１．５ １，９５８ ▲４．７３０３，７３６ ▲８．２２５９，７０８ ▲６．６ ０．４０ ５ ▲６６．７ ４１，０２４ １．０ ２２，９６７ ▲３．０
１０ ９，０１２ ▲３．８ ２，００３ ４３．８ １，６６１ ▲５．７３６２，９３６ ９．１２６５，８１６ ▲０．６ ０．４１ １１ ▲２６．７ ４１，３１５ ２．２ ２２，９２２ ▲２．５
１１ ９，４７１ ▲７．４ ２，２５１ ６２．３ １，５９２ ▲１４．１ ３６０，７０２ ２０．６３６０，６５２ １．０ ０．４１ １０ ▲３３．３ ４１，２８１ １．３ ２２，７７６ ▲３．３

出所 九州経済産業局 日本自動車販売協会連合会 全国軽自動車協会連合会 総務省 厚生労働省 東京商工リサーチ 日本銀行
（注） 全国と共通の指標については全国の注釈参照。漁業水揚金額は、長崎、佐世保、北松、松浦の４市場の合計。観光施設入場者数は、グラバー園、島原城、雲仙仁

田道、西海パールシーリゾート、平戸城、ハウステンボス、堂崎天主堂の合計、ただし、雲仙仁田道は自動車の通行台数。
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黒龍江省�

吉林省�

遼寧省�
北京市�

天津市�
山西省�

河北省�

山東省�

江蘇省�寧夏回族自治区�

上海市�安徽省�
河南省�

湖北省�
浙江省�

福建省�

台湾（省）�

江西省�

広東省�
広西チワン族�
自治区�

四川省�

青海省�

新疆ウイグル自治区�

貴州省�
湖南省�

海南省�

雲南省�

チベット自治区�

タイ�

ベトナム�

マレーシア�

重慶市�

陜西省�甘粛省�

内蒙古自治区�

福岡銀行香港駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Hong Kong Representative Office）�

［所 在 地］�Room 404, 4/F, Far East Finance Centre,�
16 Harcourt Road, Hong Kong�
�［電話番号］�（国番号 852）2524－2169

［所　　長］�末　松　尚　樹�

福岡銀行上海駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Shanghai Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国上海市延安西路2201号�
上海国際貿易中心2010号室�

［電話番号］�（国番号 86）21－6219－4570
［所　　長］�斉　藤　浩　一�

福岡銀行大連駐在員事務所�
（Fukuoka Bank Dalian Representative Office）�

［所 在 地］�中華人民共和国大連市人民路60号�
大連富麗華大酒店622号室�

［電話番号］�（国番号 86）411－8282－3643

［所　　長］�宮　城　正　志�

事務所は�
3ヶ所ですが�

守備範囲は�
広いんです！�

編 集 後 記 �

海外拠点にて海外直接投資や、貿易に関する情報収集等を行っています。海外進出等ご検討のお客様、海外のことならお任せください！

◎海外拠点へのご用命・ご訪問は、取引店へお申し出ください。

〈海外駐在員事務所の位置と担当範囲〉

海外拠点紹介

成人式のために帰省していた長男に連れ
ていかれたところは、携帯電話ショップ。
購入したのはアップル社の最新携帯電話で
した。自分も興味はあったものの手をだせ
なかった代物を、何の迷いもなく購入する
息子を見て、自分自身にショックを受けま
した。日頃、変化を先取りしているつもり
が、それなりに年を取っているのだなと…
…。

「為せば成る 為さねば成らぬ 何事も
（※意味を明確にするため一部漢字をあて
ています）」。これは江戸時代に米沢藩の財
政再建に成功した名君である上杉鷹山公の
言葉です。実はこの格言には続きがあり、
「成らぬは人の 為さぬなりけり」と続き
ます。いつの時代においても、高い志を持っ
てチャレンジし続けることが大切だという
ことを教えてもらっているように感じます。

取材で、「玉の井酒造」にお邪魔しまし

た。酒造りの最高責任者である「杜氏」の

妥協のない味への追求心、伝統の技を受け

継ぎ現場を仕切る熱意を改めて感じました。

伝統の酒造りを守りながらも、「今の自分

たちにしか作れない味」を探求した結果う

まれた、芳醇で清らかな味を、今夜はじっ

くり味わいたいと思います。

島 浦 花 谷 大 庭

積雪１０cm身動きが取れない路上の車。

滑って怪我をする歩行者。雪に慣れていな

い大連の町の一コマです。短期間に降雪３

回、近年の異常気象を肌で感じる今日この

頃。もうすぐ２０１２年…。

早いもので大連に赴任して３ヶ月が経過

しようとしています。ようやく環境にも慣

れてきた様な感じがする中で、慣れないも

のが１つ。冬の大連は非常に寒いのです。

ちなみに本日は最高気温でマイナス１２度で

す。

宮 城 福 嶋

ＦＦＧ調査月報２１号 ２０１０年１月２５日／�ＦＦＧビジネスコンサルティング
福岡市中央区大手門１丁目８番３号 TEL ０９２（７２３）２５７６ http://www.fukuoka-fg.com/

印刷／�昭 和 堂
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